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はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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第１章

国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰

はじめに1
第1章では、我が国における企業のDXの取組を概観した俯瞰図を作成する「全体俯瞰調査」（以下、本

章では「本調査」と言う）の概要を説明する。DXの取組状況を俯瞰図で可視化することにより、DXに
取組んでいたり取組もうとしている企業などが規模や産業、地域などの視点から自社の取組に参考と
なる具体的な事例を参照できるほか、業務改革から事業改革への展開や周辺地域の取組との連携など
を図る際の参考となると想定している。

調査の概要2
本調査の構成を図表1-1に示す。まず、公開されている国内企業のDXの取組に関するアンケート調査

などを分析し、DXの取組状況の傾向をマクロ的に捉え、DXの取組状況と実施主体の属性との関係を
明らかにすることで、DX事例を整理するための軸（以降、「整理軸」と言う）を決定した（以降、「マクロ
調査」と言う）。そのうえで、我が国のDX事例を収集し（以降、「DX事例調査」と言う）、整理軸に基づいて
俯瞰図（以降、「俯瞰図」と言う）として整理した。

  図表1-1 本調査の構成

マクロ調査 DX事例調査 俯瞰図作成

複数の既存公開アンケート調査をマクロ的に
把握し、DXの取組状況を整理するための軸
（企業規模、産業、地域等）を抽出

俯瞰図の整理軸（企業規模、産業、地域
等）に基づいて、我が国のDX事例を収集

収集した我が国のDX事例内容を整理軸に
基づいてマッピングし、俯瞰図を作成
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章では「本調査」という）の概要を説明する。DXの取組状況を俯瞰図で可視化することにより、企業規
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の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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（3） 地域別のDXの取組の現状

総務省調査では、東京23区に本社がある企業の4割近くがDXの取組を実施している一方で、政令指
定都市、中核市、その他市町村と規模が小さくなるにつれて、その割合が低くなる結果となっている。ま
た、株式会社エイトレッド「地方都市の中小企業のDX実態調査」＊4では、DX推進を希望する企業が期
待することとして「業務効率化」が80.4%と最も高く、次いで「生産性向上」が69.6%であり、「商圏の拡大」
については5.4%にとどまっている。これに対し、同社が公表している「東京都の中小企業におけるDX実
態調査」＊5では「商圏の拡大」の回答割合が21.3％であり、地域による意識の違いがみられる。

以上のように、企業規模、産業、地域により企業のDXの取組状況が異なることから、これらの三つの
要素を整理軸としてDXの事例を整理し、俯瞰的な分析を行うこととした。

DX事例の収集（DX事例調査）4
マクロ調査で導出した三つの整理軸に基づき、企業規模、産業、地域の偏りがないように配慮して、イ

ンターネット上で公表されているDX事例（154件）を収集した。また、収集したDX事例については、IPA
「DX実践手引書 ITシステム構築編 完成 第1.0版」＊6の「図 2.1.1 変革規模一覧」を参考に、業務変革を目
指す“デジタルオプティマイゼーション”と事業変革から社会の変革までをあらわす“デジタルトランス
フォーメーション”に分類している。収集した事例（文中、事例No.で表記した）については、DX白書2023
の「第2部 国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰」を参照いただきたい。

国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰図5
収集したDX事例を企業規模、産業、地域の整理軸により、俯瞰図としてまとめ、分析した。以下に概要

を示す。

（1） 企業規模別俯瞰図

「企業規模（売上高区分）」を横軸、DX事例の取組内容を縦軸とした俯瞰図を示す（図表1-3）。
個々の事例をみると、売上規模が小さい企業（50億円未満）でも“デジタルオプティマイゼーショ

ン”“デジタルトランスフォーメーション”に該当する取組が確認できる。“デジタルトランスフォーメー
ション”としては、地域内での農産物流通の仕組み（図表1-3のNo.146）や、人手不足の農家と在宅勤務を
希望する障がい者をマッチングする仕組み（同No.140）など、デジタルを活用して企業と消費者・労働
者をつなぐアイデアを実現するなどにより、規模が小さくとも新たなビジネスを創出することが可能
であることがうかがえる。また、売上規模が大きくなるほど、受発注や物流のプラットフォームサービ
スなど、同業者や取引先、顧客を巻込んだ大規模な取組がみられる（同No.55、No.64、No.66、No.132、
No.142など）。

＊ 4　https://www.atled.jp/news/20220126_01/
＊ 5　https://www.atled.jp/news/20211220_01/
＊ 6　https://www.ipa.go.jp/fi les/000094497.pdf
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国内産業におけるDXの取組状況の概観（マクロ調査）3
民間企業、官公庁（民間への委託含む）、各種団体が実施したアンケート調査結果など、幅広い資料を
収集した（図表1-2）。また、これらの資料とは別に、最新の調査結果としてIPAが2022年6月から7月にか
けて実施した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（2022年度調査）の結果も一部参照している。

 図表1-2 既存のアンケート調査結果（本調査で参照したもの）

発行元 題名

総務省 デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する
調査研究（2021年3月）

株式会社 エイトレッド 東京都の中小企業におけるDX実態調査（2021年12月）

株式会社 エイトレッド 地方都市の中小企業のDX実態調査（2022年1月）

株式会社帝国データバンク DX推進に関する企業の意識調査（2022年1月）

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 中小企業のDX推進に関する調査（2022年5月）

上記のアンケート調査結果を分析した結果を（1）から（3）に示す。

（1） 企業規模別のDXの取組の現状

総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」＊1のプ
レ調査（以下、「総務省調査」と言う）によれば、大企業の4割強がDXに取組んでいるのに対して、中小企
業では1割強にとどまっている。2022年度調査でも、売上規模が大きくなるほどDXに取組んでいる企
業の割合も高くなる傾向が確認できた。また、独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業のDX推進
に関する調査 アンケート報告書」＊2における従業員規模別の「DXに取組むに当たっての課題」では、従
業員20人以下の中小企業の場合、「予算の確保が難しい」が最も高く、従業員21人以上の中小企業では人
材や企業文化・風土に関する課題が1位から3位までを占めていた。

（2） 産業別のDXの取組の現状

総務省調査では、「情報通信業」「金融業、保険業」でDXに取組んでいる企業の割合が5割前後と他産
業と比較して高い（全産業平均は2割強）。また、株式会社帝国データバンク「DX推進に関する企業の
意識調査」＊3では、DXの「言葉の意味を理解し、取組んでいる」企業の割合について、「フィンテック
（FinTech）の活用が活発になってきている『金融』（25.2%）や、ソフト受託開発など企業のDXを支援する
『情報サービス』などを含む「サービス」（24.1%）で高い割合となった」と分析されている。

＊ 1　https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/r03_02_houkoku.pdf
＊ 2　 https://www.smrj.go.jp/research_case/research/questionnaire/favgos000000k9pc-att/DXQuestionnaireZentai_202205.pdf
＊ 3　https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p220105.pdf
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企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －－ 2 －



はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
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（3） 地域別のDXの取組の現状

総務省調査では、東京23区に本社がある企業の4割近くがDXの取組を実施している一方で、政令指
定都市、中核市、その他市町村と規模が小さくなるにつれて、その割合が低くなる結果となっている。ま
た、株式会社エイトレッド「地方都市の中小企業のDX実態調査」＊4では、DX推進を希望する企業が期
待することとして「業務効率化」が80.4%と最も高く、次いで「生産性向上」が69.6%であり、「商圏の拡大」
については5.4%にとどまっている。これに対し、同社が公表している「東京都の中小企業におけるDX実
態調査」＊5では「商圏の拡大」の回答割合が21.3％であり、地域による意識の違いがみられる。

以上のように、企業規模、産業、地域により企業のDXの取組状況が異なることから、これらの三つの
要素を整理軸としてDXの事例を整理し、俯瞰的な分析を行うこととした。

DX事例の収集（DX事例調査）4
マクロ調査で導出した三つの整理軸に基づき、企業規模、産業、地域の偏りがないように配慮して、イ

ンターネット上で公表されているDX事例（154件）を収集した。また、収集したDX事例については、IPA
「DX実践手引書 ITシステム構築編 完成 第1.0版」＊6の「図 2.1.1 変革規模一覧」を参考に、業務変革を目
指す“デジタルオプティマイゼーション”と事業変革から社会の変革までをあらわす“デジタルトランス
フォーメーション”に分類している。収集した事例（文中、事例No.で表記した）については、DX白書2023
の「第2部 国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰」を参照いただきたい。

国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰図5
収集したDX事例を企業規模、産業、地域の整理軸により、俯瞰図としてまとめ、分析した。以下に概要

を示す。

（1） 企業規模別俯瞰図

「企業規模（売上高区分）」を横軸、DX事例の取組内容を縦軸とした俯瞰図を示す（図表1-3）。
個々の事例をみると、売上規模が小さい企業（50億円未満）でも“デジタルオプティマイゼーショ

ン”“デジタルトランスフォーメーション”に該当する取組が確認できる。“デジタルトランスフォーメー
ション”としては、地域内での農産物流通の仕組み（図表1-3のNo.146）や、人手不足の農家と在宅勤務を
希望する障がい者をマッチングする仕組み（同No.140）など、デジタルを活用して企業と消費者・労働
者をつなぐアイデアを実現するなどにより、規模が小さくとも新たなビジネスを創出することが可能
であることがうかがえる。また、売上規模が大きくなるほど、受発注や物流のプラットフォームサービ
スなど、同業者や取引先、顧客を巻込んだ大規模な取組がみられる（同No.55、No.64、No.66、No.132、
No.142など）。

＊ 4　https://www.atled.jp/news/20220126_01/
＊ 5　https://www.atled.jp/news/20211220_01/
＊ 6　https://www.ipa.go.jp/fi les/000094497.pdf
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国内産業におけるDXの取組状況の概観（マクロ調査）3
民間企業、官公庁（民間への委託含む）、各種団体が実施したアンケート調査結果など、幅広い資料を

収集した（図表1-2）。また、これらの資料とは別に、最新の調査結果としてIPAが2022年6月から7月にか
けて実施した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（2022年度調査）の結果も一部参照している。

 図表1-2 既存のアンケート調査結果（本調査で参照したもの）

発行元 題名

総務省 デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する
調査研究（2021年3月）

株式会社 エイトレッド 東京都の中小企業におけるDX実態調査（2021年12月）

株式会社 エイトレッド 地方都市の中小企業のDX実態調査（2022年1月）

株式会社帝国データバンク DX推進に関する企業の意識調査（2022年1月）

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 中小企業のDX推進に関する調査（2022年5月）

上記のアンケート調査結果を分析した結果を（1）から（3）に示す。

（1） 企業規模別のDXの取組の現状

総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」＊1のプ
レ調査（以下、「総務省調査」と言う）によれば、大企業の4割強がDXに取組んでいるのに対して、中小企
業では1割強にとどまっている。2022年度調査でも、売上規模が大きくなるほどDXに取組んでいる企
業の割合も高くなる傾向が確認できた。また、独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業のDX推進
に関する調査 アンケート報告書」＊2における従業員規模別の「DXに取組むに当たっての課題」では、従
業員20人以下の中小企業の場合、「予算の確保が難しい」が最も高く、従業員21人以上の中小企業では人
材や企業文化・風土に関する課題が1位から3位までを占めていた。

（2） 産業別のDXの取組の現状

総務省調査では、「情報通信業」「金融業、保険業」でDXに取組んでいる企業の割合が5割前後と他産
業と比較して高い（全産業平均は2割強）。また、株式会社帝国データバンク「DX推進に関する企業の
意識調査」＊3では、DXの「言葉の意味を理解し、取組んでいる」企業の割合について、「フィンテック
（FinTech）の活用が活発になってきている『金融』（25.2%）や、ソフト受託開発など企業のDXを支援する
『情報サービス』などを含む「サービス」（24.1%）で高い割合となった」と分析されている。

＊ 1　https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/r03_02_houkoku.pdf
＊ 2　 https://www.smrj.go.jp/research_case/research/questionnaire/favgos000000k9pc-att/DXQuestionnaireZentai_202205.pdf
＊ 3　https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p220105.pdf
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（2） 産業別俯瞰図

総務省調査における産業別のDXの取組割合を基に、各産業を三つの産業群に分類したうえでこれを
横軸とし、DX事例の取組内容を縦軸とした俯瞰図を示す（図表1-4）。DXに取組んでいる企業の割合が
20%未満の産業においても、“デジタルオプティマイゼーション”だけでなく、“デジタルトランスフォー
メーション”に該当する取組が確認できる。“デジタルトランスフォーメーション”の事例としては、「宿
泊業、飲食サービス業」におけるAIを活用した外国人などへの顧客対応や「医療、福祉」産業における仮
想現実（VR）によるリハビリテーションにおいて、業務効率化のみならず、顧客体験変革も兼ねた事例
などの取組（図表1-4のNo.91、No.93）が確認できる。また、DXに取組んでいる企業の割合が30%以上の
産業群では、“デジタルオプティマイゼーション”として競争領域以外の間接業務の効率化、“デジタル
トランスフォーメーション”として業界横断的な新規ビジネスの事例が確認できる。

 図表1-4 産業別俯瞰図

20%未満 20%以上30％未満 30%以上

DXの取組状況（取組企業の割合別）の産業分類

“デジタル
トランス
フォーメー
ション”

“デジタル
オプティマ
イゼーショ

ン”

• マッチングシステムによる地域建築業者集
客支援（農業、林業）(No.54)

• デジタルタコグラフによる車両運行状況
管理（運輸業、郵便業） (No.36)

• AIの活用による食材自動発注（宿泊業，飲食
サービス業）(No.43)

⇒業務の遠隔化や自動化のほか、顧客支援の
取組もみられる

• センシングデータの収集・活用による建設
現場生産性向上の取組（建設業）(No.10)

• AI・IoT活用による碍子（ガイシ）製造・品
質管理業務改革（製造業）(No.14)

•

•

AI画像認識を活用した惣菜量売り機の導入
（卸売業、小売業）(No.37)

⇒業務効率化の他、品質・安全管理業務の高
度化に資する事例もあり

• エリア混雑・予測情報等を公開する市民向
けおでかけ支援サービスの取組（電気・ガ
ス・熱供給・水道業）(No.76)

• 誰もがAPIを登録/検索できる金融APIマー
ケットプレイス提供（情報通信業）(No.136)

• 完全デジタルな銀行の設立とエンベデッド
ファイナンスの実現（金融業、保険業）
(No.152)

⇒デジタルによる新ビジネスも登場

• RPAの活用によるガス使用量把握業務自動化
（電気・ガス・熱供給・水道業）(No.26)

• AIを活用した仕分け作業自動化の取組（情報
通信業）(No.34)

• AI OCRによる保険契約申込書入力業務自動化
（金融業、保険業）(No.40)

⇒定型業務の効率化事例がみられる

【第一産業群】
• 農業、林業

• 運輸業，郵便業
• 漁業

• 宿泊業，飲食サービス業
• 医療，福祉

【第二産業群】
• 建設業
• 製造業
• 卸売業，小売業
• サービス業（※１）
• 不動産業、物品賃貸業
※１：学術研究，専門・技術サービス業、生活関連

サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、複
合サービス事業、サービス業（他に分類され
ないもの）

【第三産業群】
• 情報通信業
• 金融業，保険業
• 電気・ガス・熱供給・水道業

産業群

入居者専用アプリを活用したスマートマン
ション  （不動産業、物品賃貸業）(No.87)

• バーチャル見本市サービス導入による水産物販路
拡大（漁業）(No.70)

• AIを活用した外国人等宿泊客対応業務変革
(No.91)

• センサーを活用した旅館内施設混雑状況可視化
（宿泊業、飲食サービス業）(No.92)

• 仮想現実（VR）を用いたリハビリテーション（医
療、福祉）(No.93)

• 物流サプライチェーン一元管理ソリューションの
創出（運輸業、郵便業）(No.141）

⇒業務効率化と顧客体験変革を兼ねた取組あり

• 建築業向けMR（複合現実）ソリューション
の開発・導入・販売（建設業）(No.126)

• 防災情報システム展開による災害復旧迅速
化（製造業）(No.108)

• 工具ユーザーからの注文を不要にする“置き
工具”サービス（卸売業、小売業）(No.145)

• メタバース上における就業市場の創出
（サービス業）(No.154)

⇒業種ごとに取組内容はさまざま
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 図表1-3 企業規模別俯瞰図（売上高別）

50億円未満 50億円以上
100億円未満

100億円以上
1,000億円未満 1,000億円以上

取引先を含めたサプライチェーン
全体の改革に取組む事例がみられ
る

• AIによる石油精製・石油プラントの
自動運転実現（製造業）(No.16)

• 自動運転フォークリフトとトラック
運行の連携によるサプライチェーン
改革（建設業）(No.55)

• 自社開発システムによる配送パート
ナー含めた配送業務改革（卸売業，
小売業）(No.64)

業界共通プラットフォーム提供事
例等あり

• センサ・AI活用ロボット導入による
関係者コミュニケーション促進（医
療、福祉）(No.95)

• ガス業界内外で利用可能な受発注プ
ラットフォームサービス展開（電
気・ガス・熱供給・水道業）(No.132)

• 物流プラットフォームサービスによ
る顧客・同業他社連携強化（運輸業、
郵便業）(No.142)

一部、顧客や同業他社を巻き込ん
だデジタル化事例もあり

• AIを活用した豆腐検品業務の効率化
（製造業） (No.17)

• スマホを用いた介護情報デジタル化
と業務効率化（医療，福祉）(No.50)

• IoT圃場データ活用によるジャガイモ
生産業務改革（卸売業，小売業）
(No.65)

• マイナンバーカードとスマホを活用
した電子契約の取組（金融業、保険
業） (No.66)

自社ノウハウ・技術を用いた、
新規ビジネス領域への取組も見ら
れる

• 入出金情報等を基にしたトランザク
ションレンディング（金融業，保険
業） (No. 121)

• 介護タクシー業者と患者のマッチン
グPFサービスの取組（情報通信業）
(No. 138)

• 航空レーザ測深技術を用いた釣り情
報サービスアプリ展開（学術研究，
専門・技術サービス業） (No.150)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• AIの活用による食材自動発注（宿泊
業，飲食サービス業） (No.43)

• 独自アプリによる個別送迎業務効率
化（医療、福祉） (No.48)

• 全社データ一元管理・システム統合
による全社業務効率化（製造業）
(No.57)

各企業の業種・ノウハウに応じた
ソリューションの開発・提供がな
されている

• 介護サービス関係者間での情報共有
を可能とするデータベース（製造
業） (No.110)

• 水道利用状況データを活用した高齢
者見守りシステム（製造業）(No.111)

• 建築業向けMR（複合現実）ソリュー
ションの開発・導入・販売（建設業）
(No.126)

• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供（情報通信業） (No.137)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• IoT・ドローンを活用した農作業効率
化（農業，林業）(No.1)

• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠隔管
理（漁業） (No.5)

• AI OCRによる保険契約申込書入力業
務自動化（金融業，保険業） (No.40)

• RPAの活用によるガス使用量把握業務
自動化（電気・ガス・熱供給・水道
業） (No.26)

スタートアップ含め、マッチング
事業や先進技術ソリューションに
よる新規サービス・商品の取組事
例あり

• 睡眠解析技術とセンサフュージョン
技術を活用したSaaS型見守りサー
ビス（情報通信業）(No.114)

• 遠隔水位調整サービスを用いた在宅
勤務者雇用マッチング事業（情報通
信業） (No.140)

• 地産地消を実現する青果流通プラッ
トフォーム（卸売業，小売業）
(No.146)
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（2） 産業別俯瞰図

総務省調査における産業別のDXの取組割合を基に、各産業を三つの産業群に分類したうえでこれを
横軸とし、DX事例の取組内容を縦軸とした俯瞰図を示す（図表1-4）。DXに取組んでいる企業の割合が
20%未満の産業においても、“デジタルオプティマイゼーション”だけでなく、“デジタルトランスフォー
メーション”に該当する取組が確認できる。“デジタルトランスフォーメーション”の事例としては、「宿
泊業、飲食サービス業」におけるAIを活用した外国人などへの顧客対応や「医療、福祉」産業における仮
想現実（VR）によるリハビリテーションにおいて、業務効率化のみならず、顧客体験変革も兼ねた事例
などの取組（図表1-4のNo.91、No.93）が確認できる。また、DXに取組んでいる企業の割合が30%以上の
産業群では、“デジタルオプティマイゼーション”として競争領域以外の間接業務の効率化、“デジタル
トランスフォーメーション”として業界横断的な新規ビジネスの事例が確認できる。

 図表1-4 産業別俯瞰図

20%未満 20%以上30％未満 30%以上

DXの取組状況（取組企業の割合別）の産業分類

“デジタル
トランス
フォーメー
ション”

“デジタル
オプティマ
イゼーショ

ン”

• マッチングシステムによる地域建築業者集
客支援（農業、林業）(No.54)

• デジタルタコグラフによる車両運行状況
管理（運輸業、郵便業） (No.36)

• AIの活用による食材自動発注（宿泊業，飲食
サービス業）(No.43)

⇒業務の遠隔化や自動化のほか、顧客支援の
取組もみられる

• センシングデータの収集・活用による建設
現場生産性向上の取組（建設業）(No.10)

• AI・IoT活用による碍子（ガイシ）製造・品
質管理業務改革（製造業）(No.14)

•

•

AI画像認識を活用した惣菜量売り機の導入
（卸売業、小売業）(No.37)

⇒業務効率化の他、品質・安全管理業務の高
度化に資する事例もあり

• エリア混雑・予測情報等を公開する市民向
けおでかけ支援サービスの取組（電気・ガ
ス・熱供給・水道業）(No.76)

• 誰もがAPIを登録/検索できる金融APIマー
ケットプレイス提供（情報通信業）(No.136)

• 完全デジタルな銀行の設立とエンベデッド
ファイナンスの実現（金融業、保険業）
(No.152)

⇒デジタルによる新ビジネスも登場

• RPAの活用によるガス使用量把握業務自動化
（電気・ガス・熱供給・水道業）(No.26)

• AIを活用した仕分け作業自動化の取組（情報
通信業）(No.34)

• AI OCRによる保険契約申込書入力業務自動化
（金融業、保険業）(No.40)

⇒定型業務の効率化事例がみられる

【第一産業群】
• 農業、林業

• 運輸業，郵便業
• 漁業

• 宿泊業，飲食サービス業
• 医療，福祉

【第二産業群】
• 建設業
• 製造業
• 卸売業，小売業
• サービス業（※１）
• 不動産業、物品賃貸業
※１：学術研究，専門・技術サービス業、生活関連

サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、複
合サービス事業、サービス業（他に分類され
ないもの）

【第三産業群】
• 情報通信業
• 金融業，保険業
• 電気・ガス・熱供給・水道業

産業群

入居者専用アプリを活用したスマートマン
ション  （不動産業、物品賃貸業）(No.87)

• バーチャル見本市サービス導入による水産物販路
拡大（漁業）(No.70)

• AIを活用した外国人等宿泊客対応業務変革
(No.91)

• センサーを活用した旅館内施設混雑状況可視化
（宿泊業、飲食サービス業）(No.92)

• 仮想現実（VR）を用いたリハビリテーション（医
療、福祉）(No.93)

• 物流サプライチェーン一元管理ソリューションの
創出（運輸業、郵便業）(No.141）

⇒業務効率化と顧客体験変革を兼ねた取組あり

• 建築業向けMR（複合現実）ソリューション
の開発・導入・販売（建設業）(No.126)

• 防災情報システム展開による災害復旧迅速
化（製造業）(No.108)

• 工具ユーザーからの注文を不要にする“置き
工具”サービス（卸売業、小売業）(No.145)

• メタバース上における就業市場の創出
（サービス業）(No.154)

⇒業種ごとに取組内容はさまざま
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 図表1-3 企業規模別俯瞰図（売上高別）

50億円未満 50億円以上
100億円未満

100億円以上
1,000億円未満 1,000億円以上

取引先を含めたサプライチェーン
全体の改革に取組む事例がみられ
る

• AIによる石油精製・石油プラントの
自動運転実現（製造業）(No.16)

• 自動運転フォークリフトとトラック
運行の連携によるサプライチェーン
改革（建設業）(No.55)

• 自社開発システムによる配送パート
ナー含めた配送業務改革（卸売業，
小売業）(No.64)

業界共通プラットフォーム提供事
例等あり

• センサ・AI活用ロボット導入による
関係者コミュニケーション促進（医
療、福祉）(No.95)

• ガス業界内外で利用可能な受発注プ
ラットフォームサービス展開（電
気・ガス・熱供給・水道業）(No.132)

• 物流プラットフォームサービスによ
る顧客・同業他社連携強化（運輸業、
郵便業）(No.142)

一部、顧客や同業他社を巻き込ん
だデジタル化事例もあり

• AIを活用した豆腐検品業務の効率化
（製造業） (No.17)

• スマホを用いた介護情報デジタル化
と業務効率化（医療，福祉）(No.50)

• IoT圃場データ活用によるジャガイモ
生産業務改革（卸売業，小売業）
(No.65)

• マイナンバーカードとスマホを活用
した電子契約の取組（金融業、保険
業） (No.66)

自社ノウハウ・技術を用いた、
新規ビジネス領域への取組も見ら
れる

• 入出金情報等を基にしたトランザク
ションレンディング（金融業，保険
業） (No. 121)

• 介護タクシー業者と患者のマッチン
グPFサービスの取組（情報通信業）
(No. 138)

• 航空レーザ測深技術を用いた釣り情
報サービスアプリ展開（学術研究，
専門・技術サービス業） (No.150)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• AIの活用による食材自動発注（宿泊
業，飲食サービス業） (No.43)

• 独自アプリによる個別送迎業務効率
化（医療、福祉） (No.48)

• 全社データ一元管理・システム統合
による全社業務効率化（製造業）
(No.57)

各企業の業種・ノウハウに応じた
ソリューションの開発・提供がな
されている

• 介護サービス関係者間での情報共有
を可能とするデータベース（製造
業） (No.110)

• 水道利用状況データを活用した高齢
者見守りシステム（製造業）(No.111)

• 建築業向けMR（複合現実）ソリュー
ションの開発・導入・販売（建設業）
(No.126)

• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供（情報通信業） (No.137)

業務の可視化・自動化による効率
化事例が中心

• IoT・ドローンを活用した農作業効率
化（農業，林業）(No.1)

• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠隔管
理（漁業） (No.5)

• AI OCRによる保険契約申込書入力業
務自動化（金融業，保険業） (No.40)

• RPAの活用によるガス使用量把握業務
自動化（電気・ガス・熱供給・水道
業） (No.26)

スタートアップ含め、マッチング
事業や先進技術ソリューションに
よる新規サービス・商品の取組事
例あり

• 睡眠解析技術とセンサフュージョン
技術を活用したSaaS型見守りサー
ビス（情報通信業）(No.114)

• 遠隔水位調整サービスを用いた在宅
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• 地産地消を実現する青果流通プラッ
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(No.146)
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第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －

会社の設立を通じた新規ビジネスの取組事例（同No.148、No.149）がみられる。

 図表1- 6 他企業・団体協働類型別俯瞰図

自治体、大学・研究機関
非営利団体 情報通信事業者 取引先

（顧客、仕入先、委託先等）

“デジタル
トランス
フォーメー
ション”

“デジタル
オプティマ
イゼーショ

ン”

グループ会社
(子会社、親会社、関連会社等)

収集事例からは
該当なし

子会社や共同出資企業を通じた
新規ビジネス創出事例が確認で
きる
• グループのIT企業と連携したサブ
スクリプション型IoTサービス提供
のためのプラットフォーム構築・
販売（東京センチュリー株式会社
～金融業，保険業）(No.148)

• 複数の金融機関、建設事業者等が
共同出資し、IoTデータを活用した
建設業者と金融サービスをつなぐ
プラットフォームビジネスを創出
（株式会社ランドデータバンク
学術研究～専門・技術サービス
業） (No.149)

確認できた取引先との協働事例
は少数
• 法人顧客とのマイナンバーカード
とスマホを活用した電子契約の取
組（株式会社岩手銀行～金融業，
保険業） (No.66)

取引先とのWIN-WINの関係を実
現する新規サービス創出事例あ
り

• コロナの影響で需要が落ちている
飲食店と共同で、アプリでの注文
が可能な地域飲食店デリバリー
サービスを創出（オリエント交通
～運輸業，郵便業）(No.144)

• 工具販売店と連携した工具ユー
ザーからの注文を不要にする”置
き工具”サービス（トラスコ中山
株式会社～卸売業，小売業）
(No.145)

先進技術の自社業務への活用時
にITベンダ等と提携する事例が
確認できる
• ITベンチャーと連携したディープ
ラーニングを活用した酒造り職人
技術継承（株式会社南部美人～製
造業） (No.15)

• AIに強みを有する情報通信企業と
の連携による石油精製プラントの
自動運転（ENEOSホールディング
ス株式会社～製造業） (No.16)

• 大手情報通信企業との連携したAI
活用によるリハビリテーション介
入プログラム作成（医療法人社団
KNI～医療，福祉） (No.49)

ITベンダ等との協働により、新
商品・サービス開発を実現して
いる事例あり
• 大手情報通信企業と連携した建築
業向けMR（複合現実）ソリュー
ションの開発・販売（小柳建設株
式会社～建設業） (No.126)

• グループの情報通信企業と連携し
たサブスクリプション型IoTサービ
ス提供のためのプラットフォーム
構築・販売（東京センチュリー株
式会社～金融業，保険業）
(No.148)

自治体と連携した地域産業の生
産性向上に資する事例が主
• 自治体と連携した圃場データ活用
による収穫順位・コンバイン割り
当て最適化（芽室町農業協同組合
～複合サービス事業）(No.51)

• 自治体と連携したマッチングシス
テムによる地域建築業者集客支援
（龍神村森林組合～農業，林業）
(No.54)

• 自治体（道の駅）と連携した直販
所商品売れ行き状況の可視化・配
信による販売促進（四国情報管理
センター株式会社～情報通信業）
(No.62)

大学や研究機関、自治体と連携
した街づくりや地域産業に関連
する事例が目立つ
• 研究機関と連携したAIによる魚雌
雄自動判別ソリューションの創出
（東杜シーテック株式会社～情報
通信業） (No.78)

• 大学や自治体と連携したICTを活用
した赤潮予測への取組（愛南漁業
協同組合～漁業） (No.103)

• 公・民・学連携での「柏の葉」ヘ
ルスケアサービス開発エコシステ
ムの構築（三井不動産株式会社～
不動産業，物品賃貸業）(No.153)

協働先の企業・団体の類型

まとめ6
各種アンケート調査などからは、企業規模、産業、地域により企業のDXの取組状況が異なることが読

みとれたが、DXの取組事例をみると、中小企業がデジタルを活用した事例や情報通信業が他産業の
DXを推進する事例など、企業の工夫や企業間の連携により課題を解決しつつDXを推進する姿もみら
れた。社会を変革するようなDX事例は大企業によるものが大部分であったが、地域社会の変革を志向
する地域企業での取組もみられ、こうした取組のいっそうの広がりが期待される。
今回の分析では、公表されたDXの取組事例を活用して俯瞰図を作成しているため、メディアに注目

されたり企業がアピールしている成功事例が取上げられやすいが、その背景には、DXに挑戦したも
のの成功に至らなかった企業や、まだ取組めていない企業が数多く存在していると推測される。それら
の企業が俯瞰図において、規模や産業、地域などが自社に当てはまる場所をみることで適した事例の参
照、“デジタルオプティマイゼーション”から“デジタルトランスフォーメーション”への展開を検討す
るなど、DXの取組に役立てていただけることを期待したい。
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（3） 地域別俯瞰図（全国）

全国を10の地域に区分し、収集したDX事例の中から各地域区分に該当する事例をマッピングし、俯
瞰図として示す（図表1-5）。
本俯瞰図において、各地域における個々のDXの取組事例をみると、多くの大企業が集まる関東、東
海、関西では、大企業を中心に「社会の変革」や「市場での立ち位置の変革」をはじめとする“デジタルト
ランスフォーメーション”に取組む事例がみられる。
また、北海道では農業でのデジタル活用事例（図表1-5のNo.51）、甲信越ではドローンによる森林調査

（同No.4）など地域産業での活用、東北地方、北陸地方、四国地方では働き手の減少や高齢化といった地
域課題の解決としてデジタルを活用する事例（同No.91、No.37、No.5など）を確認することができる。

 図表1-5 地域別俯瞰図（全国）

①

②

③
⑤

④

⑦⑧

⑨⑩

⑥

②東北地方




③関東地方
 大企業やベンチャー企業が
集まる関東では、”デジタル
トランスフォーメーション”に
取組んでいる事例がみられ
る

 企業間連携によるDXへの
取組みも目立つ

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 「柏の葉」でのヘルスケアサービス
開発エコシステム構築(東京、不
動産業，物品賃貸業)
(No.153)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTを用いた林業安全管理業務
高度化(千葉、情報通信業) 
(No.32)

⑤東海地方
 工業地帯である東海では、
デジタル技術の活用により、
業務変革や市場改革に取
組む事例も確認できる

⑦関西地方
 関西では、大阪市を中心
に、デジタル技術を用いた
データ利活用により、顧客
体験変革事例がみられる

⑨四国地方




④甲信越地方


⑥北陸地方
 働き手が不足する北陸に
おいては、AI等の活用も含
む業務変革や雇用のマッチ
ング事例もみられる

⑧中国地方
 既存業務効率化関連の
事例が多い中、広島市を
中心に、先端技術等を活
用した市場改革を目指す
事例も確認できる

⑩九州・沖縄地方




①北海道


＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• コネクテッドカーによる法人向けEV
カーシェアリングの取組(北海道、
電気・ガス・熱供給・水道業)
(No.133)

“デジタルオプティマイゼーション”
• 圃場データ活用による収穫順位・
コンバイン割り当て最適化(北海
道、複合サービス事業)
(No.51)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 地産地消を実現する青果流通プ
ラットフォーム(静岡、卸売業，小
売業) (No.146)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTによる製造工程情報見える
化(岐阜、製造業) (No.21)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• センサーを用いた関連施設トイレ
空き状況のアプリ配信(大阪、運
輸業，郵便業) (No.79)

“デジタルオプティマイゼーション”
• 自動運転フォークリフトとトラック運
行の連携によるサプライチェーン改
革(大阪、建設業) (No.55)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• AIを活用した外国人等宿泊客
対応業務変革(福島、宿泊業，
飲食サービス業) (No.91)

“デジタルオプティマイゼーション”
• ディープラーニングを活用した酒造
り職人技術継承(岩手、製造業)
(No.15)

＜関連事例＞
デジタルトランスフォーメーション”

• 水道利用状況を活用した高齢者
見守りシステム(長野、製造業)
(No.111)

“”デジタルオプティマイゼーション”
• ドローンによる森林調査業務改革

(山梨、農業・林業) (No.4)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 遠隔水位調整サービスを用いた
在宅勤務者雇用マッチング事業
(富山、情報通信業)
(No.140)

“デジタルオプティマイゼーション”
• AI画像認識活用した惣菜量売り
機の導入(福井、卸売業，小売
業) (No.37)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供(広島、情報通信業)
(No.137)

“デジタルオプティマイゼーション”
• クラウドAIを活用した顧客データ
活用基盤整備(岡山、製造業)
(No.20)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• バーチャル見本市サービス導入に
よる水産物販路拡大(香川、漁
業) (No.70)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠
隔管理(徳島、漁業) (No.5)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 完全デジタルな銀行の設立とエン
ベデッドファイナンスの実現(福岡、
金融業，保険業) (No.152)

“デジタルオプティマイゼーション”
• AI・IoT活用による碍子（ガイ
シ）製造・品質管理業務改革

(佐賀、製造業) (No.14)

※代表的な事例をピックアップして記載

広大な北海道では、農業
でのデータ活用や、交通系
のスマートシティプロジェクト
が進んでいる。事例もそれ
らに類するものが収集され
ている

高齢化が進む四国では、
No.70の事例はコロナ禍で
対面での商談が困難になって
いる漁業における取組である
高齢化が進む徳島県では、
IoTを活用した水産養殖業
も事例がみられる

森林率（国土面積に占
める森林面積）が全国第
4位の山梨県では、ドロー
ンの利活用による森林調
査の省力化事例がみられ
る

業務変革にデジタル技術を
活用する事例が確認できる
事例は収集されなかったが九
州では夏のDigi田甲子園で
優勝した北九州市、大分県
のスマートシティプロジェクトの
ようにロボットの活用もみられる

高齢化が進む岩手県では
技能継承の事例がみられる
No.91の事例は会津若松
市であるが、同地域では交
通、防災などさまざまなスマ
ートシティプロジェクトが実施
されている

（4） 他企業・団体協働類型別俯瞰図

予算・人材・ノウハウの確保など、自社単独では解決が難しい課題において、外部の企業・団体との
協働は有効な手段であると考えられる。そこで、事例内容から分類した「他企業・団体協働類型」を四つ
目の整理軸として設定し、事例をマッピングした。他企業・団体協働類型を横軸、DX事例の取組内容
を縦軸とした俯瞰図を示す（図表1-6）。
「自治体、大学・研究機関、非営利団体」との連携では、街づくりや地域産業など、地域振興に関連する
事例（図表1-6のNo.78、No.103、No.153、No.51、No.54、No.62）、「情報通信事業者」との連携では、自社
ノウハウと外部企業の技術と組合せることで、既存業務の変革や新たな製品・サービスの創出を図っ
ている事例（同No.126、No.148、No.15、No.16、No.49）がみられる。また、「取引先（顧客、仕入先、委託先等）」
との連携では、ステークホルダー全体の利益に資する効率化の取組や新規サービス創出（同No.144、
No.145、No.66）などが、「グループ会社（子会社、親会社、関連会社等）」との連携では、子会社や共同出資
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会社の設立を通じた新規ビジネスの取組事例（同No.148、No.149）がみられる。

 図表1- 6 他企業・団体協働類型別俯瞰図

自治体、大学・研究機関
非営利団体 情報通信事業者 取引先

（顧客、仕入先、委託先等）

“デジタル
トランス
フォーメー
ション”

“デジタル
オプティマ
イゼーショ

ン”

グループ会社
(子会社、親会社、関連会社等)

収集事例からは
該当なし

子会社や共同出資企業を通じた
新規ビジネス創出事例が確認で
きる
• グループのIT企業と連携したサブ
スクリプション型IoTサービス提供
のためのプラットフォーム構築・
販売（東京センチュリー株式会社
～金融業，保険業）(No.148)

• 複数の金融機関、建設事業者等が
共同出資し、IoTデータを活用した
建設業者と金融サービスをつなぐ
プラットフォームビジネスを創出
（株式会社ランドデータバンク
学術研究～専門・技術サービス
業） (No.149)

確認できた取引先との協働事例
は少数
• 法人顧客とのマイナンバーカード
とスマホを活用した電子契約の取
組（株式会社岩手銀行～金融業，
保険業） (No.66)

取引先とのWIN-WINの関係を実
現する新規サービス創出事例あ
り

• コロナの影響で需要が落ちている
飲食店と共同で、アプリでの注文
が可能な地域飲食店デリバリー
サービスを創出（オリエント交通
～運輸業，郵便業）(No.144)

• 工具販売店と連携した工具ユー
ザーからの注文を不要にする”置
き工具”サービス（トラスコ中山
株式会社～卸売業，小売業）
(No.145)

先進技術の自社業務への活用時
にITベンダ等と提携する事例が
確認できる
• ITベンチャーと連携したディープ
ラーニングを活用した酒造り職人
技術継承（株式会社南部美人～製
造業） (No.15)

• AIに強みを有する情報通信企業と
の連携による石油精製プラントの
自動運転（ENEOSホールディング
ス株式会社～製造業） (No.16)

• 大手情報通信企業との連携したAI
活用によるリハビリテーション介
入プログラム作成（医療法人社団
KNI～医療，福祉） (No.49)

ITベンダ等との協働により、新
商品・サービス開発を実現して
いる事例あり
• 大手情報通信企業と連携した建築
業向けMR（複合現実）ソリュー
ションの開発・販売（小柳建設株
式会社～建設業） (No.126)

• グループの情報通信企業と連携し
たサブスクリプション型IoTサービ
ス提供のためのプラットフォーム
構築・販売（東京センチュリー株
式会社～金融業，保険業）
(No.148)

自治体と連携した地域産業の生
産性向上に資する事例が主
• 自治体と連携した圃場データ活用
による収穫順位・コンバイン割り
当て最適化（芽室町農業協同組合
～複合サービス事業）(No.51)

• 自治体と連携したマッチングシス
テムによる地域建築業者集客支援
（龍神村森林組合～農業，林業）
(No.54)

• 自治体（道の駅）と連携した直販
所商品売れ行き状況の可視化・配
信による販売促進（四国情報管理
センター株式会社～情報通信業）
(No.62)

大学や研究機関、自治体と連携
した街づくりや地域産業に関連
する事例が目立つ
• 研究機関と連携したAIによる魚雌
雄自動判別ソリューションの創出
（東杜シーテック株式会社～情報
通信業） (No.78)

• 大学や自治体と連携したICTを活用
した赤潮予測への取組（愛南漁業
協同組合～漁業） (No.103)

• 公・民・学連携での「柏の葉」ヘ
ルスケアサービス開発エコシステ
ムの構築（三井不動産株式会社～
不動産業，物品賃貸業）(No.153)

協働先の企業・団体の類型

まとめ6
各種アンケート調査などからは、企業規模、産業、地域により企業のDXの取組状況が異なることが読

みとれたが、DXの取組事例をみると、中小企業がデジタルを活用した事例や情報通信業が他産業の
DXを推進する事例など、企業の工夫や企業間の連携により課題を解決しつつDXを推進する姿もみら
れた。社会を変革するようなDX事例は大企業によるものが大部分であったが、地域社会の変革を志向
する地域企業での取組もみられ、こうした取組のいっそうの広がりが期待される。
今回の分析では、公表されたDXの取組事例を活用して俯瞰図を作成しているため、メディアに注目

されたり企業がアピールしている成功事例が取上げられやすいが、その背景には、DXに挑戦したも
のの成功に至らなかった企業や、まだ取組めていない企業が数多く存在していると推測される。それら
の企業が俯瞰図において、規模や産業、地域などが自社に当てはまる場所をみることで適した事例の参
照、“デジタルオプティマイゼーション”から“デジタルトランスフォーメーション”への展開を検討す
るなど、DXの取組に役立てていただけることを期待したい。
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（3） 地域別俯瞰図（全国）

全国を10の地域に区分し、収集したDX事例の中から各地域区分に該当する事例をマッピングし、俯
瞰図として示す（図表1-5）。
本俯瞰図において、各地域における個々のDXの取組事例をみると、多くの大企業が集まる関東、東

海、関西では、大企業を中心に「社会の変革」や「市場での立ち位置の変革」をはじめとする“デジタルト
ランスフォーメーション”に取組む事例がみられる。
また、北海道では農業でのデジタル活用事例（図表1-5のNo.51）、甲信越ではドローンによる森林調査

（同No.4）など地域産業での活用、東北地方、北陸地方、四国地方では働き手の減少や高齢化といった地
域課題の解決としてデジタルを活用する事例（同No.91、No.37、No.5など）を確認することができる。

 図表1-5 地域別俯瞰図（全国）

①

②

③
⑤

④

⑦⑧

⑨⑩

⑥

②東北地方




③関東地方
 大企業やベンチャー企業が
集まる関東では、”デジタル
トランスフォーメーション”に
取組んでいる事例がみられ
る

 企業間連携によるDXへの
取組みも目立つ

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 「柏の葉」でのヘルスケアサービス
開発エコシステム構築(東京、不
動産業，物品賃貸業)
(No.153)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTを用いた林業安全管理業務
高度化(千葉、情報通信業) 
(No.32)

⑤東海地方
 工業地帯である東海では、
デジタル技術の活用により、
業務変革や市場改革に取
組む事例も確認できる

⑦関西地方
 関西では、大阪市を中心
に、デジタル技術を用いた
データ利活用により、顧客
体験変革事例がみられる

⑨四国地方




④甲信越地方


⑥北陸地方
 働き手が不足する北陸に
おいては、AI等の活用も含
む業務変革や雇用のマッチ
ング事例もみられる

⑧中国地方
 既存業務効率化関連の
事例が多い中、広島市を
中心に、先端技術等を活
用した市場改革を目指す
事例も確認できる

⑩九州・沖縄地方




①北海道


＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• コネクテッドカーによる法人向けEV
カーシェアリングの取組(北海道、
電気・ガス・熱供給・水道業)
(No.133)

“デジタルオプティマイゼーション”
• 圃場データ活用による収穫順位・
コンバイン割り当て最適化(北海
道、複合サービス事業)
(No.51)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 地産地消を実現する青果流通プ
ラットフォーム(静岡、卸売業，小
売業) (No.146)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTによる製造工程情報見える
化(岐阜、製造業) (No.21)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• センサーを用いた関連施設トイレ
空き状況のアプリ配信(大阪、運
輸業，郵便業) (No.79)

“デジタルオプティマイゼーション”
• 自動運転フォークリフトとトラック運
行の連携によるサプライチェーン改
革(大阪、建設業) (No.55)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• AIを活用した外国人等宿泊客
対応業務変革(福島、宿泊業，
飲食サービス業) (No.91)

“デジタルオプティマイゼーション”
• ディープラーニングを活用した酒造
り職人技術継承(岩手、製造業)
(No.15)

＜関連事例＞
デジタルトランスフォーメーション”

• 水道利用状況を活用した高齢者
見守りシステム(長野、製造業)
(No.111)

“”デジタルオプティマイゼーション”
• ドローンによる森林調査業務改革

(山梨、農業・林業) (No.4)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 遠隔水位調整サービスを用いた
在宅勤務者雇用マッチング事業
(富山、情報通信業)
(No.140)

“デジタルオプティマイゼーション”
• AI画像認識活用した惣菜量売り
機の導入(福井、卸売業，小売
業) (No.37)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• メタバースによるスポーツ観戦空間
の提供(広島、情報通信業)
(No.137)

“デジタルオプティマイゼーション”
• クラウドAIを活用した顧客データ
活用基盤整備(岡山、製造業)
(No.20)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• バーチャル見本市サービス導入に
よる水産物販路拡大(香川、漁
業) (No.70)

“デジタルオプティマイゼーション”
• IoTセンサーを用いた牡蛎生育遠
隔管理(徳島、漁業) (No.5)

＜関連事例＞
“デジタルトランスフォーメーション”

• 完全デジタルな銀行の設立とエン
ベデッドファイナンスの実現(福岡、
金融業，保険業) (No.152)

“デジタルオプティマイゼーション”
• AI・IoT活用による碍子（ガイ
シ）製造・品質管理業務改革

(佐賀、製造業) (No.14)

※代表的な事例をピックアップして記載

広大な北海道では、農業
でのデータ活用や、交通系
のスマートシティプロジェクト
が進んでいる。事例もそれ
らに類するものが収集され
ている

高齢化が進む四国では、
No.70の事例はコロナ禍で
対面での商談が困難になって
いる漁業における取組である
高齢化が進む徳島県では、
IoTを活用した水産養殖業
も事例がみられる

森林率（国土面積に占
める森林面積）が全国第
4位の山梨県では、ドロー
ンの利活用による森林調
査の省力化事例がみられ
る

業務変革にデジタル技術を
活用する事例が確認できる
事例は収集されなかったが九
州では夏のDigi田甲子園で
優勝した北九州市、大分県
のスマートシティプロジェクトの
ようにロボットの活用もみられる

高齢化が進む岩手県では
技能継承の事例がみられる
No.91の事例は会津若松
市であるが、同地域では交
通、防災などさまざまなスマ
ートシティプロジェクトが実施
されている

（4） 他企業・団体協働類型別俯瞰図

予算・人材・ノウハウの確保など、自社単独では解決が難しい課題において、外部の企業・団体との
協働は有効な手段であると考えられる。そこで、事例内容から分類した「他企業・団体協働類型」を四つ
目の整理軸として設定し、事例をマッピングした。他企業・団体協働類型を横軸、DX事例の取組内容
を縦軸とした俯瞰図を示す（図表1-6）。
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ている事例（同No.126、No.148、No.15、No.16、No.49）がみられる。また、「取引先（顧客、仕入先、委託先等）」
との連携では、ステークホルダー全体の利益に資する効率化の取組や新規サービス創出（同No.144、
No.145、No.66）などが、「グループ会社（子会社、親会社、関連会社等）」との連携では、子会社や共同出資
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そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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DXの取組状況を従業員規模別でみると日本は従業員数が多い企業ほどDXの取組が進んでいる（図
表1-8）。日本の「1,001人以上」においてはDXに取組んでいる割合は94.8%と米国と比較しても高い割合
を示しているのに対して、従業員規模が「100人以下」の日本における割合の合計は約40％、DXに取組
んでいない企業が60%近くになっており、中小企業におけるDXの取組の遅れは顕著である。
なお、DXに取組んでいる割合とは「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基

づき、一部の部門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」の合計のことを
いう。

 図表1-8 DXへの取組状況（従業員規模別）

100人以下（n=149）

101人以上300人以下（n=123）

301人以上1,000人以下（n=117）

1,001人以上（n=154）

100人以下（n=122）

101人以上300人以下（n=85）

301人以上1,000人以下（n=108）

1,001人以上（n=71）

米 国

日 本

■全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる
■全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる
■部署ごとに個別でDXに取組んでいる
■取組んでいない
■創業よりデジタル事業をメイン事業としている
■わからない
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第２章

はじめに1
DXを推進するためには、経営トップが自ら変革を主導し全社横断で組織的に取組むことが必要と
なってくる。そのためには経営戦略と整合したDX戦略を策定し、推進していくことが有効である。第2
章では日米の企業のDXに対する取組状況の概要を示した。

日米におけるDXの取組状況2
日本でDXに取組んでいる企業の割合は2021年度調査の55.8%から2022年度調査は69.3%に増加、
2022年度調査の米国の77.9%に近づいており、この1年でDXに取組む企業の割合は増加している（図表
1-7）。ただし、全社戦略に基づいて取組んでいる割合は米国が68.1％に対して日本が54.2%となってお
り、全社横断での組織的な取組として、さらに進めていく必要がある。なお、DXに取組んでいる企業
の割合とは「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門において
DXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」の合計のことをいう。また、全社戦略に基
づいて取組んでいる割合とは「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一
部の部門においてDXに取組んでいる」の合計のことをいう。

 図表1-7 DXの取組状況

2022年度（n=543）
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2022年度（n=386）

2021年度（n=369）
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■部署ごとに個別でDXに取組んでいる
■取組んでいない
■創業よりデジタル事業をメイン事業としている
■わからない
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2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
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「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
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DXの取組状況を従業員規模別でみると日本は従業員数が多い企業ほどDXの取組が進んでいる（図
表1-8）。日本の「1,001人以上」においてはDXに取組んでいる割合は94.8%と米国と比較しても高い割合
を示しているのに対して、従業員規模が「100人以下」の日本における割合の合計は約40％、DXに取組
んでいない企業が60%近くになっており、中小企業におけるDXの取組の遅れは顕著である。
なお、DXに取組んでいる割合とは「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基

づき、一部の部門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」の合計のことを
いう。

 図表1-8 DXへの取組状況（従業員規模別）

100人以下（n=149）

101人以上300人以下（n=123）

301人以上1,000人以下（n=117）

1,001人以上（n=154）

100人以下（n=122）

101人以上300人以下（n=85）

301人以上1,000人以下（n=108）

1,001人以上（n=71）

米 国

日 本

■全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる
■全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる
■部署ごとに個別でDXに取組んでいる
■取組んでいない
■創業よりデジタル事業をメイン事業としている
■わからない
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DXの取組状況
第２章

はじめに1
DXを推進するためには、経営トップが自ら変革を主導し全社横断で組織的に取組むことが必要と

なってくる。そのためには経営戦略と整合したDX戦略を策定し、推進していくことが有効である。第2
章では日米の企業のDXに対する取組状況の概要を示した。

日米におけるDXの取組状況2
日本でDXに取組んでいる企業の割合は2021年度調査の55.8%から2022年度調査は69.3%に増加、

2022年度調査の米国の77.9%に近づいており、この1年でDXに取組む企業の割合は増加している（図表
1-7）。ただし、全社戦略に基づいて取組んでいる割合は米国が68.1％に対して日本が54.2%となってお
り、全社横断での組織的な取組として、さらに進めていく必要がある。なお、DXに取組んでいる企業
の割合とは「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門において
DXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」の合計のことをいう。また、全社戦略に基
づいて取組んでいる割合とは「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一
部の部門においてDXに取組んでいる」の合計のことをいう。

 図表1-7 DXの取組状況

2022年度（n=543）

2021年度（n=534）

2022年度（n=386）

2021年度（n=369）

米 国

日 本

■全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる
■全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる
■部署ごとに個別でDXに取組んでいる
■取組んでいない
■創業よりデジタル事業をメイン事業としている
■わからない
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企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏
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本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －

企業DXの戦略
第３章

DX戦略の全体像1
DX戦略の策定に際しては、まずDX推進によって達成すべきビジョンを定める。そして「外部環境変

化とビジネスへの影響評価」を考慮したうえで「取組領域の策定」および「推進プロセスの策定」を行い、
達成に向けた道筋を整理することが必要である。
策定した推進プロセスを実現するためには「企業競争力を高める経営資源の獲得、活用」、すなわち人

材・ITシステム・データという経営資源をどのように獲得・配置し継続的に有効活用するかを検討す
ることが重要である。
「成果評価とガバナンス」では、顧客への価値提供を評価するための評価指標の設定とDX推進状況の
評価、評価結果に基づく人材、投資などのリソース配分見直しの仕組みを構築する必要がある。
DX推進に際しては上記の戦略策定・推進・評価の一連のプロセスを早いサイクルで繰り返し、失敗

から学習しながら進めることが大切である。

 図表1-10 DX戦略の全体像と進め方

企業競争力を高める経営資源の獲得、活用
必要な経営資源は︖有効活用するには︖

外部環境変化とビジネスへの影響評価
環境変化がビジネスに与える影響は︖

ビジョンの策定
自社のあるべき姿は︖

推進プロセスの策定
ギャップと埋め方は︖

取組領域
の策定
どの領域に
取組むか︖

成果評価と
ガバナンス
ギャップは
埋まったか︖
軌道修正は
必要か︖

DX戦略の全体像

時間軸

ビジョンの
達成レベル

現状

ビジョン

修正

取組領域の策定
推進プロセスの策定

ギャップ
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DXの取組において、日本で「成果が出ている」の企業の割合は2021年度調査の49.5%から2022年度調
査は58.0%に増加した。一方、米国は89.0%が「成果が出ている」となっており、日本でDXへ取組む企業の
割合は増加しているものの、成果の創出において日米差は依然として大きい（図表1-9）。

 図表1-9 DXの取組の成果

2022年度（n=376）

2021年度（n=297）

2022年度（n=301）

2021年度（n=292）

米 国

日 本

■成果が出ている　　　　■成果が出ていない　　　　■わからない
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（％）

0 20 40 60 80 100

17.3

27.9

24.7

22.6

58.0

49.5

0 20 40 60 80 100

4.3

2.4

6.6

7.5

89.0

90.1

011DX白書2023 011

はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
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境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
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2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
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確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
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企業DXの戦略
第３章

DX戦略の全体像1
DX戦略の策定に際しては、まずDX推進によって達成すべきビジョンを定める。そして「外部環境変

化とビジネスへの影響評価」を考慮したうえで「取組領域の策定」および「推進プロセスの策定」を行い、
達成に向けた道筋を整理することが必要である。
策定した推進プロセスを実現するためには「企業競争力を高める経営資源の獲得、活用」、すなわち人

材・ITシステム・データという経営資源をどのように獲得・配置し継続的に有効活用するかを検討す
ることが重要である。
「成果評価とガバナンス」では、顧客への価値提供を評価するための評価指標の設定とDX推進状況の
評価、評価結果に基づく人材、投資などのリソース配分見直しの仕組みを構築する必要がある。
DX推進に際しては上記の戦略策定・推進・評価の一連のプロセスを早いサイクルで繰り返し、失敗

から学習しながら進めることが大切である。

 図表1-10 DX戦略の全体像と進め方

企業競争力を高める経営資源の獲得、活用
必要な経営資源は︖有効活用するには︖

外部環境変化とビジネスへの影響評価
環境変化がビジネスに与える影響は︖

ビジョンの策定
自社のあるべき姿は︖

推進プロセスの策定
ギャップと埋め方は︖

取組領域
の策定
どの領域に
取組むか︖

成果評価と
ガバナンス
ギャップは
埋まったか︖
軌道修正は
必要か︖

DX戦略の全体像

時間軸

ビジョンの
達成レベル

現状

ビジョン

修正

取組領域の策定
推進プロセスの策定

ギャップ
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DXの取組において、日本で「成果が出ている」の企業の割合は2021年度調査の49.5%から2022年度調
査は58.0%に増加した。一方、米国は89.0%が「成果が出ている」となっており、日本でDXへ取組む企業の
割合は増加しているものの、成果の創出において日米差は依然として大きい（図表1-9）。

 図表1-9 DXの取組の成果
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取組領域、推進プロセスの策定3
DXを進めていくうえでは、「顧客や社会の問題の発見と解決による新たな価値の創出」と「組織内の

業務生産性向上や働き方の変革」という二つのアプローチを同時並行に進めることが重要である。既存
事業のDXによって得られた原資を新たな価値創出に向けた活動に充当していくことで、企業の競争力
と経営体力を高めながら、環境変化にも対応することが可能となる。
DXの取組領域ごとの成果状況を尋ねた結果をみると、デジタイゼーションに相当する「アナログ・

物理データのデジタル化」とデジタライゼーションに相当する「業務の効率化による生産性の向上」に
おいて、成果が出ている割合（「すでに十分な成果が出ている」「すでにある程度の成果が出ている」の合
計）が約80%であり米国と差がなくなっている。（図表1-12）
一方、デジタルトランスフォーメーションに相当する「新規製品・サービスの創出」「顧客起点の価値

創出によるビジネスモデルの根本的な変革」については20％台で、米国の約70％とは大きな差があり、
デジタルトランスフォーメーションに向けてさらなる取組が必要である。

 図表1-12 DXの取組内容と成果

アナログ・物理データのデジタル化

業務の効率化による生産性の向上

新規製品・サービスの創出

顧客起点の価値創出による
ビジネスモデルの根本的な変革

日本（n=218）

米国（n=268）

日本（n=218）

米国（n=268）

日本（n=218）

米国（n=268）

日本（n=218）

米国（n=268）

■すでに十分な成果が出ている ■すでにある程度の成果が出ている
■今後の成果が見込まれている ■まだ見通しはわからない
■取組んでいない

（％）
0 20 40 60 80 100

5.5
1.1

1.8

3.4
16.5
12.3

59.6
36.9

16.5
46.3

0.5
0.7

0.5

3.4
20.6
16.8

66.5
47.8

11.9
31.3

18.8
2.2

23.4
5.2

33.0
25.7

17.9
40.7

6.9
26.1

17.9
3.0

24.3
6.7

36.2
19.0

15.1
44.8

6.4
26.5

※集計対象は、DX取組の成果において「成果が出ている」と回答した企業
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外部環境変化とビジネスへの影響評価2
DX戦略策定に際しては、自社のあるべき姿（ビジョン）達成に向け、外部環境の変化や自社のビジネ
スへの影響を鑑みた取組領域を設定することが必要となる。
パンデミックをはじめとした、外部環境変化に対する企業のビジネスへの影響と対応状況を尋ねた
結果を示す（図表1-11）。外部環境変化への機会としての認識で影響がありビジネスとして対応している
割合で日本が高い項目は「技術の発展」「SDGs」「パンデミック」の3項目で約3割となっている。「プライ
バシー規制、データ利活用規制の強化」「地政学的リスク」「ディスラプターの出現」の3項目はビジネス
として対応している割合が米国の約4割から5割に対して日本は2割以下となっており、環境変化への認
識と対応が遅れている。日本企業はグローバルな外部環境の変化へのアンテナを高くしていくこと、お
よび変化を機会と捉えていくマインドのシフトが求められる。
なお、影響がありビジネスとして対応しているとは「非常に強い影響があり、ビジネスを変革させ最
優先で影響に対応している」「強い影響があり、ビジネスを変革させ影響に対応している」の合計のこと
をいう。

 図表1-11 外部環境変化への機会としての認識

日本（n=542）
米国（n=386）

日本（n=542）
米国（n=386）

日本（n=539）
米国（n=386）

日本（n=541）
米国（n=386）

日本（n=540）
米国（n=386）

日本（n=540）
米国（n=386）

技術の発展
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パンデミック

プライバシー規制、
データ利活用規制の強化

地政学的リスク

ディスラプターの出現

■非常に強い影響があり、ビジネスを変革させ最優先で影響に対応している
■強い影響があり、ビジネスを変革させ影響に対応している
■影響があり、影響への対応方法を検討している
■影響があるかは検証中である
■自組織に影響はない
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取組領域、推進プロセスの策定3
DXを進めていくうえでは、「顧客や社会の問題の発見と解決による新たな価値の創出」と「組織内の

業務生産性向上や働き方の変革」という二つのアプローチを同時並行に進めることが重要である。既存
事業のDXによって得られた原資を新たな価値創出に向けた活動に充当していくことで、企業の競争力
と経営体力を高めながら、環境変化にも対応することが可能となる。
DXの取組領域ごとの成果状況を尋ねた結果をみると、デジタイゼーションに相当する「アナログ・

物理データのデジタル化」とデジタライゼーションに相当する「業務の効率化による生産性の向上」に
おいて、成果が出ている割合（「すでに十分な成果が出ている」「すでにある程度の成果が出ている」の合
計）が約80%であり米国と差がなくなっている。（図表1-12）
一方、デジタルトランスフォーメーションに相当する「新規製品・サービスの創出」「顧客起点の価値

創出によるビジネスモデルの根本的な変革」については20％台で、米国の約70％とは大きな差があり、
デジタルトランスフォーメーションに向けてさらなる取組が必要である。

 図表1-12 DXの取組内容と成果

アナログ・物理データのデジタル化

業務の効率化による生産性の向上

新規製品・サービスの創出
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ビジネスモデルの根本的な変革
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※集計対象は、DX取組の成果において「成果が出ている」と回答した企業
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外部環境変化とビジネスへの影響評価2
DX戦略策定に際しては、自社のあるべき姿（ビジョン）達成に向け、外部環境の変化や自社のビジネ

スへの影響を鑑みた取組領域を設定することが必要となる。
パンデミックをはじめとした、外部環境変化に対する企業のビジネスへの影響と対応状況を尋ねた

結果を示す（図表1-11）。外部環境変化への機会としての認識で影響がありビジネスとして対応している
割合で日本が高い項目は「技術の発展」「SDGs」「パンデミック」の3項目で約3割となっている。「プライ
バシー規制、データ利活用規制の強化」「地政学的リスク」「ディスラプターの出現」の3項目はビジネス
として対応している割合が米国の約4割から5割に対して日本は2割以下となっており、環境変化への認
識と対応が遅れている。日本企業はグローバルな外部環境の変化へのアンテナを高くしていくこと、お
よび変化を機会と捉えていくマインドのシフトが求められる。
なお、影響がありビジネスとして対応しているとは「非常に強い影響があり、ビジネスを変革させ最

優先で影響に対応している」「強い影響があり、ビジネスを変革させ影響に対応している」の合計のこと
をいう。

 図表1-11 外部環境変化への機会としての認識

日本（n=542）
米国（n=386）

日本（n=542）
米国（n=386）
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■非常に強い影響があり、ビジネスを変革させ最優先で影響に対応している
■強い影響があり、ビジネスを変革させ影響に対応している
■影響があり、影響への対応方法を検討している
■影響があるかは検証中である
■自組織に影響はない
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企業競争力を高める経営資源の獲得・活用4
DXの推進にあたっては、経営層の積極的な関与やDX/ITへの見識と経営層、業務部門、IT部門が協

働できるような組織作りが必要となる。
IT分野に見識がある役員が3割以上の割合を日米で比較すると2022年度調査は日本が27.8%、米国が

60.9%である（図表1-14）。日本は2021年度調査から割合は増加しているものの米国と比べて2倍以上の大
きな差があり日本の経営層のITに対する理解が不十分であることがDXの取組の阻害になることが懸
念される。

 図表1-14 ITに見識がある役員の割合

2022年度（n=540）

2021年度（n=519）

2022年度（n=386）

2021年度（n=369）

■5割以上　　　　　■3割以上 5割未満　　　　　■3割未満

（％）

（％）
米 国
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72.2

78.6
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17.2
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34.7
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DXは、ニーズの不確実性が高く、技術の適用可能性もわからないといった状況下で推進すること
が求められ、状況に応じて柔軟かつ迅速に対応していくことが必要である。そのため、日本企業にもア
ジャイルの原則に則ったDXの取組が求められる。
アジャイルの原則とアプローチを組織のガバナンスに取入れているかを尋ねた結果を示す（図表
1-13）。日本においてはいずれの部門においても、取入れている割合（「全面的に取り入れている」「一部
取り入れている」の合計）は5割未満であり、7割から8割を超える米国とは取組に差がある。

 図表1-13 アジャイルの原則とアプローチ
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はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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企業競争力を高める経営資源の獲得・活用4
DXの推進にあたっては、経営層の積極的な関与やDX/ITへの見識と経営層、業務部門、IT部門が協

働できるような組織作りが必要となる。
IT分野に見識がある役員が3割以上の割合を日米で比較すると2022年度調査は日本が27.8%、米国が

60.9%である（図表1-14）。日本は2021年度調査から割合は増加しているものの米国と比べて2倍以上の大
きな差があり日本の経営層のITに対する理解が不十分であることがDXの取組の阻害になることが懸
念される。

 図表1-14 ITに見識がある役員の割合
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成果評価とガバナンス5
DXを推進するためには顧客への価値提供の実現を指標として成果評価をすることが重要であり、適

切なKPIを設定し測定、改善していくことが必要である。
顧客への価値提供などの成果について、どのくらいの頻度で評価しているのか尋ねた結果を示す（図

表1-17）。日本においては「評価対象外」との回答の割合が3割半ばから7割程度となっており、取組の成果
が測定されていないことは大きな課題である。米国は「アプリのアクティブユーザ数」「顧客体験（カス
タマーエクスペリエンス）への影響」「消費者の行動分析」など顧客向けの取組については「毎週」「毎月」
評価しているという割合が約5割であるのに対して、日本は1割程度となっている。また、「従業員の勤務
時間の短縮」「コストの軽減率」「製品の不良率やサービスの障害発生率」など社内向けの取組について
の指標は頻度が「毎月」については日米で差がない。顧客への価値提供など対応スピードが求められる
領域には高頻度で実施していくなど、取組内容に応じた適切な成果評価の頻度の設定や見直しが必要
である。

 図表1-17 顧客への価値提供などの成果評価の頻度
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四半期に
１度

半期に
１度

1年に
1度

評価
対象外

●日本　●米国　（％）

日本（n=539）
米国（n=386）

日本（n=539）
米国（n=386）

日本（n=538）
米国（n=386）

日本（n=540）
米国（n=386）
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4.3 13.5 6.5 4.3 6.1 65.3

3.2 7.4 9.3 8.0 8.5 63.6

2.6 26.5 10.4 10.4 12.0 38.1

0.9 21.2 13.7 13.7 14.5 36.0

4.3 25.8 10.2 6.7 5.8 47.3

2.0 10.4 8.6 9.3 6.9 62.8

32.4 22.8 21.0 4.7 2.6 16.6

23.1 26.4 26.4 9.3 3.6 11.1

17.9 23.8 24.4 11.7 4.9 17.4

19.9 25.9 24.1 11.4 4.1 14.5

18.4 28.0 23.1 10.4 4.9 15.3

19.4 26.2 23.1 12.2 5.7 13.5

アプリの
アクティブユーザ数

顧客体験（カスタマー
エクスペリエンス）への影響

消費者の行動分析

従業員の勤務時間の短縮

コストの軽減率

製品の不良率やサービスの
障害発生率

先進技術を使った新たなビジネスへの取組6
DXの推進にあたっては変化の早い先進技術の動向をタイムリーに把握して、「失敗を恐れずに挑戦

する」というやり方で、いち早く取組を進めていくことが必要となる。
先進的なデジタル技術を使った新しいビジネスへの取組状況を尋ねた結果を示す（図表1-18）。日本

は「取組みを始めている」の回答割合がいずれの項目でも20%に満たない。米国はいずれの項目でも50%
以上となっており、先進的な技術への感度と新たな分野への対応スピードが差として表れているとい
える。
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経営者・IT部門・業務部門が協調できているか尋ねた結果を示す（図表1-15）。「十分にできている」「ま
あまあできている」を合わせた割合は、米国では8割であるのに対して日本は4割弱となっておりDXを
全社的に推進していくうえでの課題となっていることが推察される。

 図表1-15 経営者・IT部門・業務部門の協調

■十分にできている　　　　■まあまあできている　　　■どちらとも言えない
■あまりできていない　　　■できていない
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DX推進のための予算確保の状況として米国は「年度の予算の中にDX枠として継続的に確保されて
いる」が40.4％と最も割合が高いのに対して、日本で最も割合が高いのは「必要な都度、申請し、承認され
たものが確保される」で45.1％となっている（図表1-16）。日本は継続的に予算が確保されている割合が
少なく、約3割が予算が「確保されていない」状況である。DXが全社横断で取組む中長期の取組である
ことを踏まえると一過性ではない継続的な予算を確保していくことも重要である。

 図表1-16 DX推進のための予算確保状況

■年度の予算の中にDX枠として継続的に確保されている
■必要な都度、申請し、承認されたものが確保される
■確保されていない
■わからない
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企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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成果評価とガバナンス5
DXを推進するためには顧客への価値提供の実現を指標として成果評価をすることが重要であり、適

切なKPIを設定し測定、改善していくことが必要である。
顧客への価値提供などの成果について、どのくらいの頻度で評価しているのか尋ねた結果を示す（図

表1-17）。日本においては「評価対象外」との回答の割合が3割半ばから7割程度となっており、取組の成果
が測定されていないことは大きな課題である。米国は「アプリのアクティブユーザ数」「顧客体験（カス
タマーエクスペリエンス）への影響」「消費者の行動分析」など顧客向けの取組については「毎週」「毎月」
評価しているという割合が約5割であるのに対して、日本は1割程度となっている。また、「従業員の勤務
時間の短縮」「コストの軽減率」「製品の不良率やサービスの障害発生率」など社内向けの取組について
の指標は頻度が「毎月」については日米で差がない。顧客への価値提供など対応スピードが求められる
領域には高頻度で実施していくなど、取組内容に応じた適切な成果評価の頻度の設定や見直しが必要
である。

 図表1-17 顧客への価値提供などの成果評価の頻度

毎週 毎月
四半期に
１度

半期に
１度
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日本（n=539）
米国（n=386）

日本（n=539）
米国（n=386）

日本（n=538）
米国（n=386）

日本（n=540）
米国（n=386）

日本（n=539）
米国（n=386）

日本（n=539）
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4.3 13.5 6.5 4.3 6.1 65.3
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2.6 26.5 10.4 10.4 12.0 38.1

0.9 21.2 13.7 13.7 14.5 36.0

4.3 25.8 10.2 6.7 5.8 47.3

2.0 10.4 8.6 9.3 6.9 62.8

32.4 22.8 21.0 4.7 2.6 16.6

23.1 26.4 26.4 9.3 3.6 11.1

17.9 23.8 24.4 11.7 4.9 17.4
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先進技術を使った新たなビジネスへの取組6
DXの推進にあたっては変化の早い先進技術の動向をタイムリーに把握して、「失敗を恐れずに挑戦

する」というやり方で、いち早く取組を進めていくことが必要となる。
先進的なデジタル技術を使った新しいビジネスへの取組状況を尋ねた結果を示す（図表1-18）。日本

は「取組みを始めている」の回答割合がいずれの項目でも20%に満たない。米国はいずれの項目でも50%
以上となっており、先進的な技術への感度と新たな分野への対応スピードが差として表れているとい
える。
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経営者・IT部門・業務部門が協調できているか尋ねた結果を示す（図表1-15）。「十分にできている」「ま
あまあできている」を合わせた割合は、米国では8割であるのに対して日本は4割弱となっておりDXを
全社的に推進していくうえでの課題となっていることが推察される。

 図表1-15 経営者・IT部門・業務部門の協調
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DX推進のための予算確保の状況として米国は「年度の予算の中にDX枠として継続的に確保されて
いる」が40.4％と最も割合が高いのに対して、日本で最も割合が高いのは「必要な都度、申請し、承認され
たものが確保される」で45.1％となっている（図表1-16）。日本は継続的に予算が確保されている割合が
少なく、約3割が予算が「確保されていない」状況である。DXが全社横断で取組む中長期の取組である
ことを踏まえると一過性ではない継続的な予算を確保していくことも重要である。

 図表1-16 DX推進のための予算確保状況

■年度の予算の中にDX枠として継続的に確保されている
■必要な都度、申請し、承認されたものが確保される
■確保されていない
■わからない
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デジタル時代の人材
第４章

はじめに1
本章においてDXを推進する人材に関する取組の全体像を以下のように定義した。（図表1-19）
まずDXを推進するために自社にどのような人材が必要となるか、具体的な人材像を設定し、それを

社内に周知し、組織として目指す方向性についての共通理解が醸成されることが必要となる。次にその
人材像に当てはまる人材を社内から発掘・登用、また社外から獲得し確保をしていくことが必要とな
る。獲得・確保した人材についてはDXを推進する人材としてのキャリア形成やキャリアサポートの施
策、スキルアップするための育成施策や既存人材の学び直しなどにも取組むことが重要となる。DXを
推進する人材に対しては既存の人材とは異なった評価基準が必要となるため、新たな評価基準の定義
と定期的な評価の実施・見直しを行い、人材にフィードバックを行うことで人材の定着化を図ること
も必要となる。DXが組織に根付いていくためには土壌となる企業文化・風土のあり方も重要であり、
DXにふさわしい姿に変革していくことが求められる。

 図表1-19 DXを推進する人材に関する取組の全体像

目指す人材像2
DXを推進する人材について、人材像を設定し、社内に周知しているかを尋ねた結果を示す（図表

1-20）。人材像を「設定し、社内に周知している」割合は日本では18.4%、米国では48.2%、「設定していない」
割合は日本では40.0%を占め、米国の2.7%に対する大きな差が見られる。人材像が明確になっていない
ことが人材の獲得・確保において「戦略上必要なスキルやそのレベルが定義できていない」「採用した
い人材のスペックが明確でない」などの課題につながっていることから、日本企業はこの取組の遅れを
認識し、早急に取組む必要がある。
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まとめ7
日本企業はデジタイゼーションやデジタライゼーションの領域での成果はあがっているものの、顧
客価値創出やビジネスモデルの変革といったトランスフォーメーションのレベルの成果創出は不十分
であり、本来の目的「X＝変革」に向けてさらなる取組の深化が必要である。
また経営資源の獲得・活用の観点ではDXを推進する予算が継続的に確保されていない企業の割合
が高く、またDXを推進するうえでリーダーシップをとる経営層のITについての見識が低く、経営層と
IT部門・業務部門との協調も不十分であることは課題である。継続的な成果創出やガバナンスの観点
では取組内容に応じた適切な成果評価の頻度の設定や見直しも必要である。
先進技術の活用に関しても米国企業は先進技術への感度が高く、DXに必要な「先んじて挑戦し失敗
からも学ぶ」というやり方で、いち早く取組を進めていることがうかがえ、日本企業はマインドシフト
や取組方の見直しを進めていくことが必要である。
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はじめに1
本章においてDXを推進する人材に関する取組の全体像を以下のように定義した。（図表1-19）
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策、スキルアップするための育成施策や既存人材の学び直しなどにも取組むことが重要となる。DXを
推進する人材に対しては既存の人材とは異なった評価基準が必要となるため、新たな評価基準の定義
と定期的な評価の実施・見直しを行い、人材にフィードバックを行うことで人材の定着化を図ること
も必要となる。DXが組織に根付いていくためには土壌となる企業文化・風土のあり方も重要であり、
DXにふさわしい姿に変革していくことが求められる。

 図表1-19 DXを推進する人材に関する取組の全体像

目指す人材像2
DXを推進する人材について、人材像を設定し、社内に周知しているかを尋ねた結果を示す（図表

1-20）。人材像を「設定し、社内に周知している」割合は日本では18.4%、米国では48.2%、「設定していない」
割合は日本では40.0%を占め、米国の2.7%に対する大きな差が見られる。人材像が明確になっていない
ことが人材の獲得・確保において「戦略上必要なスキルやそのレベルが定義できていない」「採用した
い人材のスペックが明確でない」などの課題につながっていることから、日本企業はこの取組の遅れを
認識し、早急に取組む必要がある。
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まとめ7
日本企業はデジタイゼーションやデジタライゼーションの領域での成果はあがっているものの、顧

客価値創出やビジネスモデルの変革といったトランスフォーメーションのレベルの成果創出は不十分
であり、本来の目的「X＝変革」に向けてさらなる取組の深化が必要である。
また経営資源の獲得・活用の観点ではDXを推進する予算が継続的に確保されていない企業の割合

が高く、またDXを推進するうえでリーダーシップをとる経営層のITについての見識が低く、経営層と
IT部門・業務部門との協調も不十分であることは課題である。継続的な成果創出やガバナンスの観点
では取組内容に応じた適切な成果評価の頻度の設定や見直しも必要である。
先進技術の活用に関しても米国企業は先進技術への感度が高く、DXに必要な「先んじて挑戦し失敗

からも学ぶ」というやり方で、いち早く取組を進めていることがうかがえ、日本企業はマインドシフト
や取組方の見直しを進めていくことが必要である。
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DXを推進する人材の「質」の確保について2021年度調査と2022年度調査で比較した結果を示す（図表
1-22）。日本では、「やや不足している」は2021年度調査の55.0%から2022年度調査は34.4%と減少している
一方、「大幅に不足している」は2021年度調査30.5%から2022年度調査は51.7%になり明確な不足を回答
する企業が半数にまで増加している。
日本の企業でDXを推進する人材の「量」「質」の不足が増加した要因としては、この1年でDXに取組む

企業の割合が増加し、それにあわせてDXの推進に必要な人材に対するニーズが増えていることが考え
られる。

 図表1-22 DXを推進する人材の「質」の確保

2022年度（n=375）

2021年度（n=298）

2022年度（n=301）
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DXを推進する人材の獲得・確保4
DXを推進する人材の獲得・確保の取組の状況としては日米ともに「社内人材の育成」（54.9%、

42.5%）の割合が一番高い（図表1-23）。日本と米国の差異をみると米国は、日本より「特定技術を有する
企業や個人との契約」（42.5%）、「リファラル採用（自社の社員から友人や知人などを紹介してもらう手
法）」（24.9%）などさまざまな社外からの獲得手段の割合が高く、日本企業もこのような手段を積極的に
活用していくことが必要と考える。
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 図表1-20 DXを推進する人材像の設定・周知
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DXを推進する人材の「量」「質」3
人材の確保は、DX戦略を推進する上での重要な課題である。そのため、自社の人材の充足度を把握
し、継続的に人材確保をする必要がある。
DXを推進する人材の「量」「質」の確保について尋ねた結果を示す。
「量」については、2022年度調査では、DXを推進する人材が充足していると回答した割合が日本は
10.9%、米国は73.4%であった（図表1-21）。「大幅に不足している」が米国では2021年度調査の20.9%から
2022年度調査の3.3%と減少する一方、日本では2021年度調査の30.6%から2022年度調査は49.6%と増加
し、DXを推進する人材の「量」の不足が進んでいる。
なお、DXを推進する人材が充足している回答とは「やや過剰である」「過不足はない」の合計のこと
をいう。

 図表1-21 DXを推進する人材の「量」の確保
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DXを推進する人材の「質」の確保について2021年度調査と2022年度調査で比較した結果を示す（図表
1-22）。日本では、「やや不足している」は2021年度調査の55.0%から2022年度調査は34.4%と減少している
一方、「大幅に不足している」は2021年度調査30.5%から2022年度調査は51.7%になり明確な不足を回答
する企業が半数にまで増加している。
日本の企業でDXを推進する人材の「量」「質」の不足が増加した要因としては、この1年でDXに取組む

企業の割合が増加し、それにあわせてDXの推進に必要な人材に対するニーズが増えていることが考え
られる。

 図表1-22 DXを推進する人材の「質」の確保
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2022年度（n=301）
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DXを推進する人材の獲得・確保4
DXを推進する人材の獲得・確保の取組の状況としては日米ともに「社内人材の育成」（54.9%、

42.5%）の割合が一番高い（図表1-23）。日本と米国の差異をみると米国は、日本より「特定技術を有する
企業や個人との契約」（42.5%）、「リファラル採用（自社の社員から友人や知人などを紹介してもらう手
法）」（24.9%）などさまざまな社外からの獲得手段の割合が高く、日本企業もこのような手段を積極的に
活用していくことが必要と考える。
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 図表1-20 DXを推進する人材像の設定・周知
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DXを推進する人材の「量」「質」3
人材の確保は、DX戦略を推進する上での重要な課題である。そのため、自社の人材の充足度を把握

し、継続的に人材確保をする必要がある。
DXを推進する人材の「量」「質」の確保について尋ねた結果を示す。
「量」については、2022年度調査では、DXを推進する人材が充足していると回答した割合が日本は
10.9%、米国は73.4%であった（図表1-21）。「大幅に不足している」が米国では2021年度調査の20.9%から
2022年度調査の3.3%と減少する一方、日本では2021年度調査の30.6%から2022年度調査は49.6%と増加
し、DXを推進する人材の「量」の不足が進んでいる。
なお、DXを推進する人材が充足している回答とは「やや過剰である」「過不足はない」の合計のこと

をいう。

 図表1-21 DXを推進する人材の「量」の確保
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DXを推進する人材の評価6
DXを推進する人材を評価するための基準について尋ねた結果を図表1-25に示す。米国では過半数

を越え63.8%が「基準がある」と回答したのに対して、日本では「基準がある」が12.0%、「基準はない」が
79.3%となった。DXを推進する人材は既存の人材とは異なった評価基準が必要となり、そのための評
価基準の新たな定義に取組むことが急務であると考える。

 図表1-25 DXを推進する人材の評価基準

■基準がある　　　　　　■基準はない　　　　　　■わからない

日本（n=376）

米国（n=301）

（％）
0 20 40 60 80 100

8.8

7.0

79.3

29.2

12.0

63.8

企業文化・風土7
DXの推進のための企業文化・風土の「現在」の状況を尋ねた結果を図表1-26に示す。日本は「できてい

る」の割合が高い項目として「企業の目指すことのビジョンや方向性が明確で社員に周知されている」
（30.4%）、「個人の事情に合わせた柔軟な働き方ができる」（28.0%）が挙げられるが、すべての項目が40%
以上の米国との差は大きい。DXが組織に根付いていくためには土壌となる企業文化・風土のあり方
も重要でありDXにふさわしい姿に変革していくことが求められる。
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 図表1-23 DXを推進する人材の獲得・確保
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キャリア形成・学び5
日本のDXを推進する人材の育成方法は、「実施・支援なし」が全項目で4割から7割と割合が高い。米
国では「DX案件を通じたOJTプログラム」が6割を超えるほか、その他の取組もおおむね30%から40%台
である（図表1-24）。日本で育成を会社として実施している割合が最も高いのは「DX案件を通じたOJTプ
ログラム」が23.9%であり、DXの推進人材の育成施策を会社として取組む姿勢に日米で大きな差が出
ている。

 図表1-24 DXを推進する人材の育成方法
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DXを推進する人材の評価6
DXを推進する人材を評価するための基準について尋ねた結果を図表1-25に示す。米国では過半数

を越え63.8%が「基準がある」と回答したのに対して、日本では「基準がある」が12.0%、「基準はない」が
79.3%となった。DXを推進する人材は既存の人材とは異なった評価基準が必要となり、そのための評
価基準の新たな定義に取組むことが急務であると考える。

 図表1-25 DXを推進する人材の評価基準

■基準がある　　　　　　■基準はない　　　　　　■わからない

日本（n=376）

米国（n=301）

（％）
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8.8
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79.3

29.2
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63.8

企業文化・風土7
DXの推進のための企業文化・風土の「現在」の状況を尋ねた結果を図表1-26に示す。日本は「できてい

る」の割合が高い項目として「企業の目指すことのビジョンや方向性が明確で社員に周知されている」
（30.4%）、「個人の事情に合わせた柔軟な働き方ができる」（28.0%）が挙げられるが、すべての項目が40%
以上の米国との差は大きい。DXが組織に根付いていくためには土壌となる企業文化・風土のあり方
も重要でありDXにふさわしい姿に変革していくことが求められる。
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キャリア形成・学び5
日本のDXを推進する人材の育成方法は、「実施・支援なし」が全項目で4割から7割と割合が高い。米

国では「DX案件を通じたOJTプログラム」が6割を超えるほか、その他の取組もおおむね30%から40%台
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DX案件を通じたOJTプログラム

DX推進リーダー研修

デジタル技術研修

資格取得の支援、推奨

社内外兼業・副業における経験

組織外の勉強会や
コミュニティ活動等への参加

日本　（n=373）
米国　（n=301）

日本　（n=374）
米国　（n=301）

日本　（n=373）
米国　（n=301）

日本　（n=374）
米国　（n=301）

日本　（n=373）
米国　（n=301）

日本　（n=374）
米国　（n=301）

（％）

■会社として実施　　■会社として推奨　　■実施・支援なし

0 20 40 60 80 100

54.2
7.3

58.6
9.6

49.1
17.6

35.8
13.0

76.4
13.0

47.9
15.0

22.0
32.6

24.1
55.1

31.9
39.9

43.9
46.2

15.8
44.9

39.0
48.2

23.9
60.1

17.4
35.2

19.0
42.5

20.3
40.9

7.8
42.2

13.1
36.9

023DX白書2023

はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －－ 23 －



はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －

DX実現に向けたITシステム開発手法と技術
第５章

DXを推進するためにはビジネス環境の変化に迅速に対応できるITシステムの整備と社内外のシス
テム連携による競争領域の強化、ビジネス上のニーズに合致するデータ活用と分析が必要となる。

DXを実現するためのITシステムの要件1
DXを実現するためのITシステムの共通要素には、ITシステムとその開発運用の体制が変化に対し

て俊敏かつ柔軟に対応できる「スピード・アジリティ」、社内外の円滑かつ効率的なシステム間連携を
目指す「社会最適」、データ活用を中心に据えて社内外へ新たな価値を生み出してゆく「データ活用」の
三つが挙げられる（IPA「DX実践手引書 ITシステム構築編」＊7より）。
「スピード・アジリティ」では、一定の機能や品質を保ったシステムの俊敏な構想・設計・開発・運用、
市場や環境の変化に応じて臨機応変に軌道修正できる柔軟性などが要件となる。「社会最適」では、競争
領域、非競争領域を明確化し、非競争領域には外部サービスを活用、競争領域にはリソースを投入して
ビジネスを強化することが要件となる。「データ活用」では、必要なデータを必要なタイミングで取り出
せる「データ活用基盤」の構築が要件となる。
上記の三つの要件を備えるようなシステムのあり方を図表1-27に示す。

 図表1-27 あるべきIT システムの要件

出典：DX実践手引書 ITシステム構築編 完成 第1.0版

＊ 7　DX実践手引書 IT システム構築編 完成 第 1.0 版 <https://www.ipa.go.jp/fi les/000094497.pdf>
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 図表1-26 DX推進のための企業文化・風土の状況（現在）

職位間や部門間含め社内の風通しが
よく、情報共有がうまくいっている

リスクを取り、チャレンジする
ことが尊重される

企業の目指すことのビジョンや
方向性が明確で社員に周知されている

高いスキルを持っていることが
報酬に反映される

個人の事情に合わせた柔軟な
働き方ができる

最先端の仕事ができる

日本　（n=375）
米国　（n=301）

日本　（n=374）
米国　（n=301）

日本　（n=375）
米国　（n=301）

日本　（n=375）
米国　（n=301）

日本　（n=375）
米国　（n=301）

日本　（n=375）
米国　（n=301）

■できている　　　　■十分ではない　　　　■できていない　　　　■DX推進には必要ない

（％）
0 20 40 60 80 100

3.5
3.3

3.7
7.3

2.7
8.0

5.6
3.7

4.3
8.3

5.9
7.3

22.9
8.0

31.3
17.3

23.2
14.6

43.2
17.9

25.3
17.6

42.7
18.3

56.3
21.9

50.0
32.9

43.7
28.9

40.3
37.2

42.4
31.2

40.3
34.2

17.3
66.8

15.0
42.5

30.4
48.5

10.9
41.2

28.0
42.9

11.2
40.2

まとめ8
日本企業はDXを推進する人材の人材像の設定・周知ができておらず、人材の質・量は2021年度調査
と比べてともに不足が進んでいる。人材の獲得・確保について米国企業は社外からの獲得手段を活用
する割合が高く、日本企業も積極的な活用が必要と考える。
日本企業は米国企業に比べ、キャリア形成・学びに関する取組を組織として実施している割合が低
い。また人材を評価するうえで基本となる評価基準について、日本企業では「基準はない」が8割を占め、
米国企業に比べDXを推進する人材施策の取組ができていない。DXの推進の土壌となる企業文化・風
土についても現状ではDXに必要な要素が備わっている割合は低い状況である。
今回の調査結果は、全般的に「DXの推進において人材が課題」という状況が顕著にあらわれた結果と
なっており、取組の加速は急務であると考える。
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DX実現に向けたITシステム開発手法と技術
第５章

DXを推進するためにはビジネス環境の変化に迅速に対応できるITシステムの整備と社内外のシス
テム連携による競争領域の強化、ビジネス上のニーズに合致するデータ活用と分析が必要となる。

DXを実現するためのITシステムの要件1
DXを実現するためのITシステムの共通要素には、ITシステムとその開発運用の体制が変化に対し

て俊敏かつ柔軟に対応できる「スピード・アジリティ」、社内外の円滑かつ効率的なシステム間連携を
目指す「社会最適」、データ活用を中心に据えて社内外へ新たな価値を生み出してゆく「データ活用」の
三つが挙げられる（IPA「DX実践手引書 ITシステム構築編」＊7より）。
「スピード・アジリティ」では、一定の機能や品質を保ったシステムの俊敏な構想・設計・開発・運用、
市場や環境の変化に応じて臨機応変に軌道修正できる柔軟性などが要件となる。「社会最適」では、競争
領域、非競争領域を明確化し、非競争領域には外部サービスを活用、競争領域にはリソースを投入して
ビジネスを強化することが要件となる。「データ活用」では、必要なデータを必要なタイミングで取り出
せる「データ活用基盤」の構築が要件となる。
上記の三つの要件を備えるようなシステムのあり方を図表1-27に示す。

 図表1-27 あるべきIT システムの要件

出典：DX実践手引書 ITシステム構築編 完成 第1.0版

＊ 7　DX実践手引書 IT システム構築編 完成 第 1.0 版 <https://www.ipa.go.jp/fi les/000094497.pdf>
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 図表1-26 DX推進のための企業文化・風土の状況（現在）
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まとめ8
日本企業はDXを推進する人材の人材像の設定・周知ができておらず、人材の質・量は2021年度調査

と比べてともに不足が進んでいる。人材の獲得・確保について米国企業は社外からの獲得手段を活用
する割合が高く、日本企業も積極的な活用が必要と考える。
日本企業は米国企業に比べ、キャリア形成・学びに関する取組を組織として実施している割合が低

い。また人材を評価するうえで基本となる評価基準について、日本企業では「基準はない」が8割を占め、
米国企業に比べDXを推進する人材施策の取組ができていない。DXの推進の土壌となる企業文化・風
土についても現状ではDXに必要な要素が備わっている割合は低い状況である。
今回の調査結果は、全般的に「DXの推進において人材が課題」という状況が顕著にあらわれた結果と

なっており、取組の加速は急務であると考える。
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DXを実現するためのITシ ステムの開発手法の活用状況（「全社的に活用している」「事業部で活用し
ている」の合計）をみると、米国が4割半ばから7割弱に対して日本はおおむね1割から2割と、どの項目に
おいても日米差が大きい（図表1-29）。開発技術の活用状況としては米国が5割から6割に対して日本は
2割から4割である（図表1-30）。開発技術の中で日本の活用状況の割合（「全社的に活用している」「事業
部で活用している」の合計）が高いのは「SaaS」が40.4％、「パブリッククラウド（IaaS、PaaS）」が32.5％と
なっており、自らがIT資産を構築・所有しないでサービスを利用する、という形態は拡大していること
がみてとれる。その一方、マイクロサービス、コンテナなどを活用する割合は、1割から2割にとどまり、
新たな開発技術の活用度合が低いことがわかる。日本企業において新たな開発手法・技術の活用が進
まない背景として、人材の「量」「質」の不足などの課題や、ユーザー企業・ベンダー企業双方が相互依存
を継続し続けることで新たな開発手法や技術の採用や変革に消極的、などの理由により従来型の手法・
技術から脱却できないことが考えられる。

 図表1-29 ITシステムの開発手法・技術の活用状況（開発手法）
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企画開発手法2
企業の環境変化への対応や新サービスの短期間での立ち上げ、といったビジネスニーズに対応する
ためには、企業のITシステムにはスピード・アジリティや社会最適、データ活用を実現する機能が求め
られる。図表1-28は、前述のビジネスニーズに対応するためにITシステムに求められる機能について、
各社の「達成度」を尋ねたものである。「達成している」「まあまあ達成している」の合計は、米国では6割
から7割に対して、日本では多くの項目で2割から4割程度である。前述のDXを実現するためのITシステ
ムに求められる重要な要素であるスピード・アジリティや社会最適、データ活用の観点からみても、今
後の改善が必要となる。

 図表1- 28 ビジネスニーズに対応するためにITシステムに求められる機能（達成度）
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はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －

はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －－ 26 －



はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。

DX白書2023　エグゼクティブサマリー
目 次

第1章　国内産業におけるDXの取組状況の俯瞰 ……………………  1

第2章　DXの取組状況 …………………………………………………  8

第3章　企業DXの戦略 …………………………………………………  11

第4章　デジタル時代の人材 …………………………………………… 19

第5章　DX実現に向けたITシステム開発手法と技術 ……………… 25

第6章　「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要 …………… 35

－ 1 －

DXを実現するためのITシ ステムの開発手法の活用状況（「全社的に活用している」「事業部で活用し
ている」の合計）をみると、米国が4割半ばから7割弱に対して日本はおおむね1割から2割と、どの項目に
おいても日米差が大きい（図表1-29）。開発技術の活用状況としては米国が5割から6割に対して日本は
2割から4割である（図表1-30）。開発技術の中で日本の活用状況の割合（「全社的に活用している」「事業
部で活用している」の合計）が高いのは「SaaS」が40.4％、「パブリッククラウド（IaaS、PaaS）」が32.5％と
なっており、自らがIT資産を構築・所有しないでサービスを利用する、という形態は拡大していること
がみてとれる。その一方、マイクロサービス、コンテナなどを活用する割合は、1割から2割にとどまり、
新たな開発技術の活用度合が低いことがわかる。日本企業において新たな開発手法・技術の活用が進
まない背景として、人材の「量」「質」の不足などの課題や、ユーザー企業・ベンダー企業双方が相互依存
を継続し続けることで新たな開発手法や技術の採用や変革に消極的、などの理由により従来型の手法・
技術から脱却できないことが考えられる。

 図表1-29 ITシステムの開発手法・技術の活用状況（開発手法）
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そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
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 図表1-31  レガシーシステムの状況
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データ利活用技術3
データ利活用の状況として「全社で利活用している」と「事業部門・部署ごとに利活用している」の合

計をみると米国より日本のほうが高く、データ利活用は進んでいる（図表1-32）。ただし日本は「全社で利
活用している」割合は米国と比べて低く、また取組む予定がない企業の割合（「関心はあるがまだ特に
予定はない」「今後も取組む予定はない」の合計）も約20％を示し、データ利活用への取組が二極化する
傾向がみられる。こうした日本の企業にはDXに不可欠であるデータ利活用に対するマインドチェンジ
が求められる。

 図表1-32 デ ータの利活用の状況
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 図表1-30 ITシステムの開発手法・技術の活用状況（開発技術）
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老朽化した既存ITシステム（レガシーシステム）は、DX推進の足かせになる場合があることから、
2022年度調査では、新たにレガシーシステムの状況と課題に関する設問を追加している。
図表1-31は、回答企業におけるレガシーシステムの状況を尋ねたものである。半分以上レガシーシス
テムが残っている割合（「半分程度がレガシーシステムである」「ほとんどがレガシーシステムである」
の合計）でみると、米国の22.8%に対して日本は41.2%であり、日本企業におけるレガシー刷新の遅れが
うかがえる。日本で「DX取組なし」の企業は「わからない」が40.8％に対して「DX取組あり」の企業は「わ
からない」が8.2％でありDXの取組がレガシーシステムの把握と刷新のきっかけの一つになっていると
推察される。
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はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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 図表1-31  レガシーシステムの状況
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データ利活用技術3
データ利活用の状況として「全社で利活用している」と「事業部門・部署ごとに利活用している」の合

計をみると米国より日本のほうが高く、データ利活用は進んでいる（図表1-32）。ただし日本は「全社で利
活用している」割合は米国と比べて低く、また取組む予定がない企業の割合（「関心はあるがまだ特に
予定はない」「今後も取組む予定はない」の合計）も約20％を示し、データ利活用への取組が二極化する
傾向がみられる。こうした日本の企業にはDXに不可欠であるデータ利活用に対するマインドチェンジ
が求められる。

 図表1-32 デ ータの利活用の状況
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 図表1-30 ITシステムの開発手法・技術の活用状況（開発技術）
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老朽化した既存ITシステム（レガシーシステム）は、DX推進の足かせになる場合があることから、
2022年度調査では、新たにレガシーシステムの状況と課題に関する設問を追加している。
図表1-31は、回答企業におけるレガシーシステムの状況を尋ねたものである。半分以上レガシーシス

テムが残っている割合（「半分程度がレガシーシステムである」「ほとんどがレガシーシステムである」
の合計）でみると、米国の22.8%に対して日本は41.2%であり、日本企業におけるレガシー刷新の遅れが
うかがえる。日本で「DX取組なし」の企業は「わからない」が40.8％に対して「DX取組あり」の企業は「わ
からない」が8.2％でありDXの取組がレガシーシステムの把握と刷新のきっかけの一つになっていると
推察される。
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AI技術4
AIの利活用の状況に関し日本のAI導入率（「全社で導入している」「一部の部署で導入している」の合

計）は22.2%であり、同40.4%である米国とは、2021年度調査同様、差が大きい（図表1-34）。日本ではAIの
導入課題である「自社内でAIへの理解が不足している」「AI人材が不足している」などが導入を進めら
れない要因として考えられる。

 図表1-34 AIの 利活用の状況
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■現在実証実験を行っている
■過去に検討・導入または実証実験を行ったが現在は取組んでいない
■利用に向けて検討を進めている
■これから検討をする予定である
■関心はあるがまだ特に予定はない
■今後も取組む予定はない
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AIの導入目的として、日米の差が大きい項目のうち米国のほうが割合の高い項目の上位3位は「集
客効果の向上」「新製品の創出」「新サービスの創出」であり、顧客価値の向上に関する項目が高い（図表
1-35）。日本のほうが割合の高い項目の上位3位は「生産性向上」「ヒューマンエラーの低減、撲滅」「品質
向上」であり、業務改善に関する項目が高い。今後はAIの取組を業務改善などデジタライゼーションか
ら顧客価値の向上などデジタルトランスフォーメーションに段階的に発展させていくことが必要とな
る。
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一方、データ利活用による売上増加の効果としては米国ではすべての領域で6割から7割半ばの割合
で効果（「5％以上の売上増加」「5%未満の売上増加」の合計）があるとしているのに対して、日本で効果
があるとしている割合は1割半ばから3割弱であり、総じて低い（図表1-33）。また、「成果を測定してい
ない」としている割合が日本では総じて5割前後となっており、成果の測定から始めることが必要と考
えられる。データ利活用に関する技術の活用状況において日本企業は「データ整備ツール」、「マスター
データ管理」のようなデータ利活用の基礎段階であるのに対して、米国企業は「データハブ」、「データ統
合ツール」のような複数のデータを統合して利活用する段階に至っており、その差が効果創出の差につ
ながっていると考えられる。
またデータ整備・管理・流通において、日本企業は人材、システム、文化と、さまざまな課題が存在し
ており、データ利活用による効果創出に至っていないと考えられる。

 図表1-33 デー タ利活用による「売上増加」効果
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の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
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第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
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性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
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AI技術4
AIの利活用の状況に関し日本のAI導入率（「全社で導入している」「一部の部署で導入している」の合

計）は22.2%であり、同40.4%である米国とは、2021年度調査同様、差が大きい（図表1-34）。日本ではAIの
導入課題である「自社内でAIへの理解が不足している」「AI人材が不足している」などが導入を進めら
れない要因として考えられる。

 図表1-34 AIの 利活用の状況
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■全社で導入している
■一部の部署で導入している
■現在実証実験を行っている
■過去に検討・導入または実証実験を行ったが現在は取組んでいない
■利用に向けて検討を進めている
■これから検討をする予定である
■関心はあるがまだ特に予定はない
■今後も取組む予定はない
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AIの導入目的として、日米の差が大きい項目のうち米国のほうが割合の高い項目の上位3位は「集
客効果の向上」「新製品の創出」「新サービスの創出」であり、顧客価値の向上に関する項目が高い（図表
1-35）。日本のほうが割合の高い項目の上位3位は「生産性向上」「ヒューマンエラーの低減、撲滅」「品質
向上」であり、業務改善に関する項目が高い。今後はAIの取組を業務改善などデジタライゼーションか
ら顧客価値の向上などデジタルトランスフォーメーションに段階的に発展させていくことが必要とな
る。
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一方、データ利活用による売上増加の効果としては米国ではすべての領域で6割から7割半ばの割合
で効果（「5％以上の売上増加」「5%未満の売上増加」の合計）があるとしているのに対して、日本で効果
があるとしている割合は1割半ばから3割弱であり、総じて低い（図表1-33）。また、「成果を測定してい
ない」としている割合が日本では総じて5割前後となっており、成果の測定から始めることが必要と考
えられる。データ利活用に関する技術の活用状況において日本企業は「データ整備ツール」、「マスター
データ管理」のようなデータ利活用の基礎段階であるのに対して、米国企業は「データハブ」、「データ統
合ツール」のような複数のデータを統合して利活用する段階に至っており、その差が効果創出の差につ
ながっていると考えられる。
またデータ整備・管理・流通において、日本企業は人材、システム、文化と、さまざまな課題が存在し

ており、データ利活用による効果創出に至っていないと考えられる。

 図表1-33 デー タ利活用による「売上増加」効果

接客サービス

営業・マーケティング

コールセンター・問い合わせ対応

製品・サービスの開発

製造工程、製造設備

ロジスティクス・調達・物流

サプライチェーン

日本（n=188）

米国（n=198）

日本（n=275）

米国（n=196）

日本（n=210）

米国（n=185）

日本（n=234）

米国（n=192）

日本（n=201）

米国（n=179）

日本（n=227）

米国（n=187）

日本（n=226）

米国（n=185）

■5％以上の売上増加　　　　　　　　 ■5％未満の売上増加
■売上増加の成果はない　　　　　　　 ■成果を測定していない
■データ利活用を適用していない

12.446.913.516.710.5
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14.547.015.814.58.1

4.77.817.730.739.1

12.850.719.810.16.6

2.19.123.535.329.9

11.447.318.414.48.5
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18.651.314.611.14.4

3.28.626.533.528.1
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進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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 図表1-37 IoTの導入 目的（複数回答）

従業員の生産性向上

業務プロセスの最適化

顧客の価値向上やロイヤリティの向上

競合に対する競争優位性の獲得

新しい製品・サービスの開発

従業員の安全確保、健康増進

サプライチェーンの最適化

遠隔監視、制御

予防保守

資産管理

IoTデータの外販、他社への提供

（％）
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デジタルツインの構築・活用について、米国ではさまざまな領域で2割から3割の活用がされている
のに対して、日本における活用は1割以下となっている（図表1-38）。またデジタルツインを構築・活用し
ていない企業は、日本で58.0%、米国では15.3%となっており、日米で大きな差がある。
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 図表1-35 AIの導 入目的（複数回答）

新サービスの創出

新製品の創出

既存製品の高度化、付加価値向上

集客効果の向上

品質向上

ヒューマンエラーの低減、撲滅

生産性向上

■日本（n=120）　　■米国（n=156）
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IoT技術・デジタルツイン5
IoTを全社または一部で導入している割合（「全社で導入している」「一部の部署で導入している」の
合計）は、米国が48.4％であるのに対し、日本は23.3％にとどまっており、米国に比べIoTの取組が遅れて
いる（図表1-36）。日本のIoTの導入課題である「IoTに関する自社の理解が不足している」「人材の確保が
難しい」「予算の確保が難しい」などが導入を進められない要因となっている。

 図表1-36 IoTの利 活用の状況

0 20 40 60 80 100

日本（n=541）

米国（n=386）

■全社で導入している
■一部の部署で導入している
■現在実証実験を行っている
■過去に検討・導入または実証実験を行ったが現在は取り組んでいない
■利用に向けて検討を進めている
■これから検討をする予定である
■関心はあるがまだ特に予定はない
■今後も取組む予定はない
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IoTを導入する目的として日本は「予防保守」「遠隔監視、制御」など保守・管理業務に関する項目が米
国と比べてとくに高くなっている（図表1-37）。一方、「顧客の価値向上やロイヤリティの向上」「サプライ
チェーンの最適化」などの割合は低く、社内外のシステム間連携を含めた「社会最適」や競争領域の強化
を進めていく必要がある。
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 図表1-37 IoTの導入 目的（複数回答）

従業員の生産性向上
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顧客の価値向上やロイヤリティの向上
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遠隔監視、制御
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デジタルツインの構築・活用について、米国ではさまざまな領域で2割から3割の活用がされている
のに対して、日本における活用は1割以下となっている（図表1-38）。またデジタルツインを構築・活用し
ていない企業は、日本で58.0%、米国では15.3%となっており、日米で大きな差がある。
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 図表1-35 AIの導 入目的（複数回答）

新サービスの創出

新製品の創出

既存製品の高度化、付加価値向上

集客効果の向上

品質向上

ヒューマンエラーの低減、撲滅

生産性向上
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IoT技術・デジタルツイン5
IoTを全社または一部で導入している割合（「全社で導入している」「一部の部署で導入している」の

合計）は、米国が48.4％であるのに対し、日本は23.3％にとどまっており、米国に比べIoTの取組が遅れて
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 図表1-36 IoTの利 活用の状況
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日本（n=541）

米国（n=386）

■全社で導入している
■一部の部署で導入している
■現在実証実験を行っている
■過去に検討・導入または実証実験を行ったが現在は取り組んでいない
■利用に向けて検討を進めている
■これから検討をする予定である
■関心はあるがまだ特に予定はない
■今後も取組む予定はない
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IoTを導入する目的として日本は「予防保守」「遠隔監視、制御」など保守・管理業務に関する項目が米
国と比べてとくに高くなっている（図表1-37）。一方、「顧客の価値向上やロイヤリティの向上」「サプライ
チェーンの最適化」などの割合は低く、社内外のシステム間連携を含めた「社会最適」や競争領域の強化
を進めていく必要がある。
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「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要
第６章

調査概要1
本白書に掲載したアンケート結果は、IPAが2022年度に実施した「企業を中心としたDX推進に関す

る調査」（2022年度調査）によるものである。DX白書2021ではIPAが2021年度に実施した「企業における
デジタル戦略・技術・人材に関する調査」（2021年度調査）のアンケート結果を掲載した。2022年度調
査も2021年度調査と同様に、日本および米国の企業におけるDXの取組状況や成果評価とガバナンスの
実施状況、企業変革のための組織開発や企業変革を推進する人材の状況、ITシステムの開発手法と技
術やデータ整備と管理などに関して調査し、状況を把握するとともに経年変化や国際比較を含めた分
析を行うことを目的としたものである。
日本企業へのアンケートは、「日本企業標準産業分類」の19業種（製造業、非製造業。「公務」を除く）の

日本企業の経営層またはICT関連事業部門を対象として実施した。米国企業へのアンケートは日本企
業の調査対象範囲に準じた企業のマネージャークラス以上を対象者として実施したものである（図表
1-39）。

 図表1-39 企業を中心としたDX推進に関する調査概要

日本企業アンケート 米国企業アンケート

調査対象範囲および
対象者

・ 日本標準産業分類（大分類）の19業種（「公務」
を除く）の経営層またはICT関連事業部門、
DX関連事業部門の責任者もしくは担当者

・日本企業の調査先に準じる
・ 所属している企業に対しての責任を持って回
答できるマネージャークラス以上

調査項目
・DXの取組状況や企業競争力を高める経営資源の活用
・DXの推進やデジタル技術を利活用する人材の把握
・デジタル技術の利活用の状況や導入課題

回収数 543社 386社

実施期間 2022年6月28日～2022年7月28日 2022年7月12日～2022年7月26日
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 図表1-38 デジタルツイン の構築・活用（複数回答）
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建築物

都市・交通網

わからない

その他

デジタルツインを構築・活用していない

（％）

■日本（n=541）　　■米国（n=386）
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まとめ6
DXに関連する開発手法・技術に関し、日本企業は米国企業に比べ活用が遅れている。開発手法に関
しては、とくにスピード・アジリティ向上に必要となる開発手法の活用が遅れている。開発技術に関し
ては、SaaS・クラウドといった外部サービスの活用が進んできている状況がみられるが、開発手法と
同様にスピード・アジリティ向上に必要となる開発技術の活用は米国企業に比べて遅れている。
また、DX推進の足かせになるレガシーシステムについて米国企業と比べて日本企業は残存する割
合が高くレガシーシステム刷新の遅れがうかがえる。
これらの状況を踏まえると、自社や組織における競争・非競争領域の見極めを行い、競争領域の強化
と非競争領域のコスト削減、それを迅速にITシステムに実装するために必要となる開発手法・技術の
積極的な活用が望まれる。
データ利活用技術については、日本企業はデータの利活用は進んでいるものの、売上増加やコスト削
減など成果の創出にはまだ至っておらず、成果の測定もしていない企業が5割となっている。また、日本
企業によるAI・IoTの利活用は米国企業と比べて遅れており、その導入目的において日本は業務効率
化、米国は顧客価値の向上という違いがみてとれる。日本企業は導入目的を社内向けから顧客・社外に
向けていくこと、データの利活用領域の拡大と取組成果を測定し取組の改善・成果創出につなげてい
くことが必要となる。
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はじめに

企業の競争環境は急速に変化しており、効率化やコスト削減のためのIT活用のみな
らず新しいビジネスモデルやサービスを創出するDXの取組が不可避となっている。

企業のDXを加速させるには、先端技術への理解や人材の獲得のみでなく、事業環
境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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「企業を中心としたDX推進に関する調査」概要
第６章

調査概要1
本白書に掲載したアンケート結果は、IPAが2022年度に実施した「企業を中心としたDX推進に関す

る調査」（2022年度調査）によるものである。DX白書2021ではIPAが2021年度に実施した「企業における
デジタル戦略・技術・人材に関する調査」（2021年度調査）のアンケート結果を掲載した。2022年度調
査も2021年度調査と同様に、日本および米国の企業におけるDXの取組状況や成果評価とガバナンスの
実施状況、企業変革のための組織開発や企業変革を推進する人材の状況、ITシステムの開発手法と技
術やデータ整備と管理などに関して調査し、状況を把握するとともに経年変化や国際比較を含めた分
析を行うことを目的としたものである。
日本企業へのアンケートは、「日本企業標準産業分類」の19業種（製造業、非製造業。「公務」を除く）の

日本企業の経営層またはICT関連事業部門を対象として実施した。米国企業へのアンケートは日本企
業の調査対象範囲に準じた企業のマネージャークラス以上を対象者として実施したものである（図表
1-39）。

 図表1-39 企業を中心としたDX推進に関する調査概要

日本企業アンケート 米国企業アンケート

調査対象範囲および
対象者

・ 日本標準産業分類（大分類）の19業種（「公務」
を除く）の経営層またはICT関連事業部門、
DX関連事業部門の責任者もしくは担当者

・日本企業の調査先に準じる
・ 所属している企業に対しての責任を持って回
答できるマネージャークラス以上

調査項目
・DXの取組状況や企業競争力を高める経営資源の活用
・DXの推進やデジタル技術を利活用する人材の把握
・デジタル技術の利活用の状況や導入課題

回収数 543社 386社

実施期間 2022年6月28日～2022年7月28日 2022年7月12日～2022年7月26日
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 図表1-38 デジタルツイン の構築・活用（複数回答）

製品

製造プロセス

工場

サプライチェーン

顧客

業務プロセス

組織

建築物

都市・交通網

わからない

その他

デジタルツインを構築・活用していない

（％）

■日本（n=541）　　■米国（n=386）
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0.4

58.0

まとめ6
DXに関連する開発手法・技術に関し、日本企業は米国企業に比べ活用が遅れている。開発手法に関

しては、とくにスピード・アジリティ向上に必要となる開発手法の活用が遅れている。開発技術に関し
ては、SaaS・クラウドといった外部サービスの活用が進んできている状況がみられるが、開発手法と
同様にスピード・アジリティ向上に必要となる開発技術の活用は米国企業に比べて遅れている。
また、DX推進の足かせになるレガシーシステムについて米国企業と比べて日本企業は残存する割

合が高くレガシーシステム刷新の遅れがうかがえる。
これらの状況を踏まえると、自社や組織における競争・非競争領域の見極めを行い、競争領域の強化

と非競争領域のコスト削減、それを迅速にITシステムに実装するために必要となる開発手法・技術の
積極的な活用が望まれる。
データ利活用技術については、日本企業はデータの利活用は進んでいるものの、売上増加やコスト削

減など成果の創出にはまだ至っておらず、成果の測定もしていない企業が5割となっている。また、日本
企業によるAI・IoTの利活用は米国企業と比べて遅れており、その導入目的において日本は業務効率
化、米国は顧客価値の向上という違いがみてとれる。日本企業は導入目的を社内向けから顧客・社外に
向けていくこと、データの利活用領域の拡大と取組成果を測定し取組の改善・成果創出につなげてい
くことが必要となる。
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回答企業の従業員数を示す（図表1-42）。

 図表1-42 回答企業の従業員数

日本(n=543)

米国(n=386)

■100人以下　　■101人以上300人以下　　■301人以上1,000人以下　　■1,001人以上

（％）
0 20 40 60 80 100

28.4

18.4

21.5

28.0

22.7

22.0

27.4

31.6

回答企業の単体売上高を示す（図表1-43）。

 図表1-43 回答企業の単体売上高

日本(n=543)

米国(n=386)

■50億円未満 ■50億円以上100億円未満 ■100億円以上300億円未満
■300億円以上500億円未満 ■500億円以上1,000億円未満 ■1,000億円以上

■5,000万ドル未満 ■5,000万ドル以上1億ドル未満 ■1億ドル以上3億ドル未満
■3億ドル以上5億ドル未満 ■5億ドル以上10億ドル未満 ■10億ドル以上

（％）
0 20 40 60 80 100

18.611.29.417.314.429.1

（％）
00 2020 4040 6060 8080 100100

7.37.513.717.418.735.5

回答者の所属部門を示す（図表1-44）。

 図表1-44 回答者の所属部門

■経営層
■経営企画部門
■事業系部門
■情報システム部門
■人事部門
■営業・マーケティング部門
■研究・開発部門
■その他（%）

日本(n=543) 米国(n=386)

15.7

28.9

9.2

21.9

10.5

7.4
4.1

2.4

43.0

14.0 3.9

19.4

5.7

9.3

0.8

3.9
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回答企業のプロフィール2
回答企業の業種を示す（図表1-40、図表1-41）。

 図表1-40 回答企業の業種詳細

大項目 小項目
日本 米国

企業数 企業の割合
（％） 企業数 企業の割合

（％）

製造業

農業、林業、漁業 0 0 9 2.3

鉱業、採石業、砂利採取業 0 0 2 0.5

建設業 27 5.0 37 9.6

製造業 183 33.7 47 12.2

電気・ガス・熱供給・水道業 15 2.8 7 1.8

情報通信業 情報通信業 33 6.1 46 11.9

流通、小売業
運輸業、郵便業 15 2.8 9 2.3

卸売業、小売業 123 22.7 52 13.5

金融業、保険業 金融業、保険業 37 6.8 33 8.5

サービス業

不動産業、物品賃貸業 19 3.5 7 1.8

学術研究、専門・技術サービス業 12 2.2 23 6.0

宿泊業、飲食サービス業 9 1.7 7 1.8

生活関連サービス業、娯楽業 7 1.3 9 2.3

教育、学習支援業 3 0.6 21 5.4

医療、福祉 9 1.7 21 5.4

複合サービス事業 7 1.3 1 0.3

サービス業（他に分類されない） 44 8.1 55 14.2

全体 543 100.0 386 100.0

※「公務」は本調査の対象外

 図表1-41 回答企業業種の比率
日本(n=543） 米国(n=386)

■製造業等
■流通業、小売業

■サービス業

■情報通信業

■金融業、保険業（%）

41.4

25.4
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境の変化へ迅速かつ柔軟に対応するために経営のコミットメントが不可欠となる。
そこで独立行政法人情報処理推進機構（IPA）は、戦略・人材・技術の面からDXを推
進するための情報を総合的にカバーする白書を2021年度に創刊した。今回、DX白書
2021に続く、第2弾として戦略・人材・技術の情報を最新の内容にするとともに、DX
の取組事例の分析から日本におけるDXの取組状況を俯瞰した調査を加えたDX白書
2023を発行した。

第1章では、既存のDX関連アンケート調査の分析および企業がDXに取組んでいる
事例の収集・整理によりDXの取組の俯瞰図を作成し、我が国産業のDXの取組状況
を概観する。

第2章では日米のDXの取組状況を概観する。
第3章では経営トップの主導のもと、全社横断的にDXに取組んでいくために必要

となるDX戦略の策定と推進プロセスについて論じる。
第4章ではDX戦略を実現するための経営資源として、デジタル時代の人材の獲得・

確保、キャリア形成・学びなどについて論じる。
第5章ではDX戦略を実現するためのもう一つの経営資源として、スピードや俊敏

性の実現といったビジネスニーズへの対応や新しい価値提供を実現するための手法
や技術への取組について論じる。

本書に掲載したアンケート結果は、とくに断りがない限りIPAが2022年度に実施
した「企業を中心としたDX推進に関する調査」（以降、本書では「2022年度調査」と
言う）によるものである。また、経年変化を示すために、IPAが2021年度に実施した

「企業におけるデジタル戦略・技術・人材に関する調査」（以降、本書では「2021年度
調査」と言う）のアンケート結果を掲載している。
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回答企業の従業員数を示す（図表1-42）。
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回答企業の単体売上高を示す（図表1-43）。
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回答者の所属部門を示す（図表1-44）。

 図表1-44 回答者の所属部門
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回答企業のプロフィール2
回答企業の業種を示す（図表1-40、図表1-41）。

 図表1-40 回答企業の業種詳細
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※「公務」は本調査の対象外
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